
5. 使用済燃料乾式キャスク仮保管設備 

 

5.1. 概要 

5.1.1. 現状及び中期的見通し 

既設の使用済燃料乾式貯蔵設備は、使用済燃料乾式貯蔵容器（以下、「乾式貯蔵キャス

ク」という。）及び乾式貯蔵キャスクを保管する使用済燃料輸送容器保管建屋（以下、「キ

ャスク保管建屋」という。）等で構成している。 

キャスク保管建屋には 20 基の乾式貯蔵キャスクが貯蔵可能であり、現在 9 基（中型 4

基、大型 5基）の乾式貯蔵キャスクにて 408 体の使用済燃料を貯蔵している。これら 9 基

の乾式貯蔵キャスクは、東北地方太平洋沖地震に伴い発生した津波により、現時点では常

設の監視計装系が使用できない状況ではあるが、必要とされる強度、性能を維持し、必要

な安全機能を失うことのないように設計されており、現場での点検結果からも放射性物質

の外部への影響の兆候はなく、安全上問題ないと考える。しかしながら、キャスク保管建

屋は継続して使用することが困難な状況にあることから、9 基の乾式貯蔵キャスクをキャ

スク保管建屋から搬出することを計画している。搬出先としては、図 5-1 に示す発電所構

内に新しく使用済燃料乾式キャスク仮保管設備（以下、「キャスク仮保管設備」という。）

の設置を計画している。乾式貯蔵キャスクとキャスク保管建屋の現在の状況及び乾式貯蔵

キャスクのキャスク保管建屋からの搬出計画を添付資料-1、2 に示す。 

また、使用済燃料共用プール（以下、「共用プール」という。）に、1～4 号機原子炉建

屋内の使用済燃料プールに現在貯蔵中の使用済燃料及び新燃料（合計 3,106 体※）の受け

入れを計画している。この受け入れ準備として共用プールの空き容量を確保するため、共

用プールに貯蔵中で健全性が確認された使用済燃料を乾式貯蔵キャスク及び使用済燃料

輸送貯蔵兼用容器（以下、「輸送貯蔵兼用キャスク」という。また、乾式貯蔵キャスクと

輸送貯蔵兼用キャスクを総じて「乾式キャスク」という。）に装填し、キャスク仮保管設

備に保管することを検討している。 

 

※当初（平成 23 年 3 月 11 日時点）合計 3,108 体であったが、平成 24 年 7 月に 4 号機より新燃料 2

体を共用プールへ輸送している。 

 

5.1.2. 基本的対応方針及び中期的計画 

キャスク仮保管設備は、乾式キャスク及びこれを収納するキャスク仮保管構築物、揚重

機、監視装置、障壁等で構成し、使用済燃料を適切に保管・管理することを目的とする設

備である。本設備の工事工程表を表 5-1 に示す。乾式キャスク及びキャスク仮保管構築物

は、除熱機能、遮へい機能、密封機能及び臨界防止機能を有する設計とする。 

キャスク仮保管設備には全体を囲む障壁等を設け、容易に人が立ち入れないよう核物質

防護上の措置を講ずる。 
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5.1.3. 異常時の評価 

乾式キャスク及びキャスク仮保管構築物は、安全評価において想定すべき異常事象とし

て今後抽出される各事象を考慮しても、5.2.1.～5.2.4.に示す安全機能が維持されている

ことを確認する。また、評価結果について添付資料-3 に示す。 

 

5.2. 設備の設計方針 

乾式キャスク及びキャスク仮保管構築物は、使用済燃料が核分裂性物質及び核分裂生成

物等を内包し、放射線を発生し、崩壊熱を伴うことを考慮し、周辺公衆及び放射線業務従

事者の安全を守る観点から、以下に示すとおり、除熱、遮へい、密封及び臨界防止の安全

機能を有する設計とするとともに、必要な構造強度を有する設計とする。設計の妥当性に

ついては、添付資料-3 に示す。 

 

5.2.1. 除熱機能 

乾式キャスク及びキャスク仮保管構築物について、使用済燃料の健全性及び安全機能を

有する構成部材の健全性が維持できるように、使用済燃料の崩壊熱を適切に除去できる設

計とする。 

 

5.2.2. 密封機能 

乾式キャスクについて、周辺公衆及び放射線業務従事者に対し、放射線被ばく上の影響

を及ぼすことのないよう、使用済燃料が内包する放射性物質を適切に閉じ込める設計とす

る。 

 

5.2.3. 遮へい機能 

乾式キャスク及びキャスク仮保管構築物について、周辺公衆及び放射線業務従事者に対

し、放射線被ばく上の影響を及ぼすことのないよう、使用済燃料の放射線を適切に遮へい

する設計とする。 

 

5.2.4. 臨界防止機能 

乾式キャスク及びキャスク仮保管構築物について、想定されるいかなる場合にも、使用

済燃料が臨界に達することを防止できる設計とする。 

 

5.2.5. 構造強度 

乾式キャスク及びキャスク仮保管構築物について、除熱機能、密封機能、遮へい機能、

臨界防止機能を維持するために必要な構造強度を有する設計とする。 
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5.2.6. 管理・運用 

乾式キャスクは、キャスク仮保管構築物内に搬入後、二重蓋間の圧力及び表面温度を監

視する。キャスク仮保管設備における線量は、キャスク仮保管設備から最も近い位置のモ

ニタリングポストにて監視するとともに巡視点検時に線量を測定する。また、乾式キャス

クの性能及びキャスク仮保管構築物の性能を考慮して、キャスク仮保管設備の管理・運用

を行うこととする。 

 

5.2.7. 火災防護 

火災の発生が考えられる箇所について、火災の早期検知に努めるとともに、消火器を設

置することで初期消火を可能にし、火災により安全性を損なうことのないようにする。 

 

5.2.8. 落下防止対策 

キャスク仮保管設備は、乾式キャスクの落下防止及び乾式キャスク相互の衝突防止等の

適切な対策を講ずる。 

 

5.3. 主要設備 

キャスク仮保管設備において、乾式キャスクは既存設計のものを使用する。乾式キャス

クは、貯蔵容器本体、蓋部、バスケット等で構成され、これらの部材は、設計貯蔵期間※

における放射線照射影響、腐食、クリープ、疲労、応力腐食割れ等の経年変化に対して十

分信頼性を有する材料を選定し、その必要とされる強度、性能を維持し、必要な安全機能

を失うことのないように設計されている。乾式貯蔵キャスク及び輸送貯蔵兼用キャスクの

主要仕様を表 5-2、5-3 に、構造図を図 5-2、5-3 に示す。 

また、乾式キャスクには、使用済燃料プールまたは共用プールで所定の期間以上冷却さ

れ、かつ運転中のデータ、シッピング検査等により健全であることを確認した使用済燃料

を使用済燃料プール内あるいは共用プール内で装填し、排水後内部にはヘリウムガスを封

入する。ヘリウムガスは、冷却媒体であるとともに燃料被覆管の腐食を防止する。 

キャスク仮保管設備は、基準地震動 Ss を考慮しても、5.2.1.～5.2.4.に示す安全機能

が維持されていることを確認する。 

キャスク仮保管設備は、発電所構内の高台（OP.39,700）に位置するグラウンドに設置

する計画であることから、津波の影響を受けることはない。 

乾式キャスク本体、蓋部は鋼製の容器で、その周りをレジン等で覆い、それらの厚さは

装填される使用済燃料の放射線強度を考慮して、乾式キャスク表面の線量率が 2mSv/h 以

下及び乾式キャスク表面から 1m の点における線量率が 100μSv/h 以下となるよう設計さ

れている。 

装填された使用済燃料から発生する崩壊熱は、伝導、ふく射等により乾式キャスクの外

表面に伝えられ、キャスク仮保管構築物における自然対流により大気へ放散される。また
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乾式キャスクは、使用済燃料を設計貯蔵期間※貯蔵しても、使用済燃料の健全性及び安全

機能を有する構成部材の健全性を保つことのできる温度以下になるよう設計されている。

さらに、乾式キャスクの表面温度の監視方法については、添付資料-3 に示す。個々の使

用済燃料集合体を乾式キャスク内部の所定の位置に収納するための機能を有するバスケ

ットは、材料として中性子吸収能力の高いボロンを添加したアルミニウム合金等を使用す

るとともに、適切な燃料間距離を保持することにより燃料集合体が相互に接近しないよう

にしている。 

また、燃料集合体を全容量収容し、容器内の燃料位置等について想定される厳しい状態

を仮定しても、実効増倍率が 0.95 以下となるよう設計されている。 

乾式キャスクは、本体、蓋部及び金属ガスケットにより漏えいを防止し、設計貯蔵期間

※中乾式キャスクの内部圧力を負圧に維持できるよう設計されている。さらに、乾式キャ

スクの二重蓋間の空間部をあらかじめ加圧している。乾式キャスクの二重蓋間圧力の監視

方法については、乾式キャスクの性能とキャスク仮保管構築物の詳細設計を踏まえた上で、

決定する。 

万一、二重蓋間の圧力低下等が生じた場合にも、あらかじめ乾式キャスク内部を負圧に

維持しているので、内部の気体が外部に流出することはないが、必要な処置を行う場合に

は、原則として適切な使用済燃料プールまたは共用プールへ乾式キャスクを搬入すること

とする。 

※：設計貯蔵期間は、乾式貯蔵キャスク:40 年、輸送貯蔵兼用キャスク:50 年である。 

 

5.4. 管理・運用 

乾式キャスクは、キャスク仮保管構築物内に搬入後、二重蓋間の圧力及び表面温度を監

視するが、監視方法の詳細は添付資料-3 に示す。キャスク仮保管設備における線量は、

キャスク仮保管設備から最も近い位置のモニタリングポストにて監視するとともに巡視

点検時に線量を測定する。 

 

5.5. 添付資料 

添付資料-1 キャスク保管建屋及び既設9基乾式貯蔵キャスクの現在の設備状況並びに 

既設 9 基乾式貯蔵キャスクの健全性に関する説明書 

添付資料-2 既設9基乾式貯蔵キャスクのキャスク保管建屋からの搬出に関する説明書 

添付資料-3  キャスク仮保管設備の安全機能に関する説明書 
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図 5-1 キャスク仮保管設備の構内位置 

 

 

OP.39,700 

  ：キャスク仮保管設備 
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図 5-2 乾式貯蔵キャスクの構造図例 

（大型） 
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表 5-1 工事工程表 

年 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 

月 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5

キ
ャ
ス
ク
仮
保
管
設
備 

                      

図 5-3 輸送貯蔵兼用キャスクの構造図例 

(輸送貯蔵兼用キャスクＡ) 

基礎工事 

クレーン設置工事 

乾式キャスク搬入 

着
工
▽ 

運
用
開
始
▽ 

コンクリートモジュール組立 

竣
工
▽ 
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項目 輸送貯蔵兼用キャスクＡ 輸送貯蔵兼用キャスクＢ 

重量（ｔ） 

（燃料を含む）
約 119 約 119 

全長（ｍ） 約 5.4 約 5.3 

外径（ｍ） 約 2.5 約 2.5 

収納体数（体） 69 69 

収納可能燃料 

8×8燃料、新型 8×8燃料、 

新型 8×8ジルコニウムライナ燃料

冷却期間 18 年以上 

 

新型 8×8ジルコニウムライナ燃料 

冷却期間 18 年以上 

 

 

 

 

項目 乾式貯蔵キャスク（中型） 乾式貯蔵キャスク（大型） 

重量（ｔ） 

（燃料を含む） 
約 96 約 115 

全長（ｍ） 約 5.6 約 5.6 

外径（ｍ） 約 2.2 約 2.4 

収納体数（体） 37 52 

基数（基） 
4（既設） 

8（増設） 

5（既設） 

3（増設） 

収納可能燃料 

8×8 燃料（燃焼度 30,000MWd/t 以下） 

新型 8×8 燃料（燃焼度 33,500MWd/t 以下） 

新型 8×8 ジルコニウムライナ燃料（燃焼度 36,500MWd/t 以下） 

冷却期間 4年以上（既設 9 基） 

冷却期間 13 年以上（増設 11 基） 

表 5-3 主要仕様（輸送貯蔵兼用キャスク） 

表 5-2 主要仕様（乾式貯蔵キャスク） 
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添付資料-1 

キャスク保管建屋及び既設 9 基乾式貯蔵キャスクの現在の設備状況 

並びに既設 9 基乾式貯蔵キャスクの健全性に関する説明書 

 

1.キャスク保管建屋 

津波により、トレーラー出入口シャッター及び空気取入口のルーバーが破損し、海

水が侵入したものと考えられる。水の痕跡からは、貯蔵棟 1 階天井付近まで冠水した

とみられる。 

現在も、検査棟地下階には海水が滞留し、また、建屋内の天井クレーン等の設備は

津波による被害が大きく使用できない状況である。 

 

2. 乾式貯蔵キャスク 

キャスク保管建屋貯蔵棟 1 階の天井付近まで冠水した痕跡が確認されており、貯蔵

中の乾式貯蔵キャスクは全数が一時的に水没したとみられる。また、現在、常設の監

視計装系は破損していることから監視不能となっている。 

2.1. 外観（構造強度、臨界防止機能） 

乾式貯蔵キャスク及び支持構造物の外観観察において、乾式貯蔵キャスク表面に

は冠水時のゴミの付着や汚れの他に、擦り傷が確認されたが、地震による変形等の

構造に影響を及ぼすような異常はみられなかった。 

2.2. 表面温度（除熱機能） 

空気取入口ルーバーの破損・脱落がみられるが、給排気の流路の妨げとはなって

いないものとみられる。棒温度計にて乾式貯蔵キャスクの胴部表面の温度を測定し

た結果、31.0～35.0℃※1程度（周囲温度 21.0℃）と震災前の周囲温度が同程度のと

きの表面温度と同程度であり、また警報値※2 を十分下回っていることから、異常は

みられなかった。 

なお、現在 1 週間に 1 回の頻度で確認を行っているが、乾式貯蔵キャスクの胴部

の表面温度と周囲温度の差に有意な変化はみられない。 

※1：H24/10/23 測定。なお、H23 夏場の最大値は、39.0～43.0℃（周囲温度 27.5℃）、H24 夏場の最大値は、 

39.0～42.0℃（周囲温度 27.0℃） 

※2：常設の監視計装系に設定されていた値「102℃（中型）、113℃（大型）」 

2.3. 雰囲気線量（遮へい機能、臨界防止機能） 

震災前に可搬式線量計にて測定した乾式貯蔵キャスクの線量当量率※3は、表面の

線量当量率は 3.1μSv/h、表面から 1m 位置での線量当量率は 1.2μSv/h であった。

一方、震災後、可搬式線量計にて測定した乾式貯蔵キャスクの線量当量率※4 は、胴

部の表面の線量当量率が 2.8～4.9μSv/h 程度、表面から 1m 位置での線量当量率が

2.8～4.2μSv/h 程度と設計基準※5 を十分に下回っており、異常はみられなかった。

また、中性子線のみ※6では、胴部の表面の線量当量率が 0.3～0.9μSv/h 程度、表面
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から 1m 位置での線量当量率が 0.3～0.7μSv/h 程度の低い値であり、臨界の兆候は

みられなかった。 

なお、現在 1週間に 1 回の頻度で確認を行っているが、有意な変化はみられない。 

※3：H17/8/17 に抜き取り調査（電力自主調査）として大型 1 基について測定したγ線と中性子線の合計値

の震災後測定箇所と同位置の値。 

※4：H24/10/23 に測定したγ線と中性子線の合計値。 

※5：表面の線量当量率 2mSv/h 以下、表面から 1m 位置での線量当量率 100μSv/h 以下 

※6：H24/10/23 に測定した中性子線の値。 

2.4. 密封構造（密封機能） 

津波により、二次蓋フランジ隙間部に海水が浸入している形跡があり、二次蓋金

属ガスケットが被塩している可能性があるが、一次蓋にも金属ガスケットを使用し

ていることから、乾式貯蔵キャスク内部と環境は隔てられていると考える。 

 

以上より、現時点では常設の監視計装系が使用できない状況ではあるが、乾式貯蔵

キャスクは堅牢であり、かつ二重蓋構造の設計となっており、現場での点検結果から

も放射性物質の外部への影響の兆候はなく、安全上問題ないと考える。 

 

3. 既設 9 基乾式貯蔵キャスクの健全性確認 

貯蔵中の乾式貯蔵キャスクは、今後、キャスク保管建屋から搬出し共用プールに移

動させた後、点検及び必要な部材取り替えを行うことを計画している。また、点検結

果に基づき、除熱、遮へい、密封及び臨界防止の安全機能を有していることを確認し

た後に、キャスク仮保管設備に移動・保管する。なお、先行して点検を行う１基につ

いては、点検結果の如何を問わず、共用プールに沈めて、一次蓋を取り外し、貯蔵燃

料 3 体及びバスケット（上部から全体外観）の外観点検を実施する。乾式貯蔵キャス

クの点検フローを図 3-1～3 に示す。 

3.1. 除熱機能 

2.2.に示すとおり、現状、除熱機能は維持されていると判断できる。点検後、キ

ャスク仮保管設備へ移動する前に、乾式貯蔵キャスクの胴部表面の温度を測定し、

キャスク仮保管設備の警報値未満であることを再確認する。 

3.2. 遮へい機能 

2.3.に示すとおり、現状、遮へい機能は維持されていると判断できる。点検後、

キャスク仮保管設備へ移動する前に、乾式貯蔵キャスクの胴部表面の線量率及び表

面から 1m 位置での線量率を測定し、設計基準以下であることを再確認する。 

3.3. 密封機能 

2.4.に示すとおり、津波により、二次蓋フランジ隙間部に海水が浸入している形

跡があることから、全 9基の乾式貯蔵キャスクの二次蓋金属ガスケットを交換する。
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一方、一次蓋金属ガスケットは、二次蓋金属ガスケットが腐食貫通していない限り、

外部環境と隔てられており、被塩していない。このため、二次蓋金属ガスケットが

腐食貫通していた場合又は一次蓋気密漏えい検査により基準漏えい率（1×10-6（Pa･

m3/s））※7 を超えた漏えいが確認された場合は、一次蓋金属ガスケットを交換する。

また、先行点検する１基の一次蓋金属ガスケットを点検し、密封機能に影響を及ぼ

すシール面の有意な損傷が見つかった場合は、他の乾式貯蔵キャスクの一次蓋金属

ガスケットを交換する。一次蓋金属ガスケット健全性確認フローを図 3-4 に示す。 

蓋間圧力検出器は、破損が確認されていることから、全 9 基の乾式貯蔵キャスク

において交換し（蓋間圧力検出器は、増設の乾式貯蔵キャスクと同じ設計とする）、

キャスク仮保管設備において二重蓋間の圧力を監視できるようにする。なお、密封

機能に影響を及ぼすフランジ部のひび等が見つかった場合は、密封機能を回復する

よう修理を行う。 

点検後、キャスク仮保管設備へ移動する前に、気密漏えい検査を行い、基準漏え

い率（1×10-6（Pa･m3/s））※7以下であることを確認する。また、蓋間圧力を測定し、

キャスク仮保管設備の警報値を超えていることを確認する。 

※7：設計貯蔵期間中にキャスク内部の負圧が維持できる漏えい率。（添付資料-3「3.2 密封機能」参照） 

3.4. 臨界防止機能 

2.1.に示すとおり、現状、外観観察において擦り傷が確認されたが、変形等の構

造に影響を及ぼすような異常はみられていない。また、2.3.に示すとおり、現状、

臨界の兆候はないと判断できる。しかしながら、上述のとおり、念のため、先行点

検する 1 基について、3 体の貯蔵燃料及びバスケット（上部から全体外観）の外観

点検を実施する。先行点検する乾式貯蔵キャスクと点検する貯蔵燃料の選定の考え

方を表 3-1 に示す。 

3.5. 貯蔵燃料の健全性確認 

全 9 基の乾式貯蔵キャスク内部のガスサンプリングを行い、クリプトンガス検出

の有無により、貯蔵燃料の被覆管健全性確認を行うとともに、上述のとおり、先行

点検する 1 基について 3 体の貯蔵燃料の外観点検を実施する。貯蔵燃料健全性確認

フローを図 3-5 に示す。 

なお、クリプトンガスが検出された場合は、当該乾式貯蔵キャスク内の貯蔵燃料

を全て共用プールに取り出し、共用プール内に保管されている他の収納可能燃料（8

×8 燃料、新型 8×8 燃料、新型 8×8ジルコニウムライナ燃料）を装填する。また、

内部ガスの回収用タンクを準備しておく。 

共用プールは、設置許可申請書において、健全燃料のみ保管することになってい

るが、参考-1 に示すとおり、現状に照らして周辺公衆及び放射線業務従事者の放射

線被ばくが問題とならないように運用する。 
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4. 参考 

参考-1 被覆管損傷が確認された貯蔵燃料を共用プールに取り出す場合の 

放射線被ばく影響について 
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表 3-1 先行点検する乾式貯蔵キャスクと点検する貯蔵燃料の選定の考え方 

 

地震による影響 ・ 全 9 基の乾式貯蔵キャスクは、同一建屋内に同一構造で貯蔵。

・ 大型キャスクと中型キャスクはほぼ同一構造であり、耐震設

計裕度に大きな違いはない。（表 3-2） 

↓ 

海水による影響 ・ 全 9 基の乾式貯蔵キャスクは同様に一時的に水没したとみら

れており、海水による影響はキャスク間に大きな違いはない。

↓ 

建屋内侵入ガレキ

による影響 

・ 全 9 基の乾式貯蔵キャスクは、胴部は外筒（厚さ 2cm）、蓋部

及び底部はレジンカバー（それぞれ 2.5cm、5cm）で覆われ、

その下はゴム状のレジンを配した構造となっている。更に、

貯蔵燃料は、胴部は 26cm、一次蓋は 29.5cm、底部は 30.5cm

の炭素鋼で覆われている。 

・ いずれの乾式貯蔵キャスクも変形等の構造に影響を及ぼす異

常はみられてなく、侵入ガレキによる影響は十分小さい。 

↓ 

乾式貯蔵キャスク間に大きな違いはないことから、下記の燃料を

貯蔵する乾式貯蔵キャスク 1 基について先行点検を実施する。 

 

燃料タイプによる

影響 

・ 貯蔵燃料は、8×8 燃料と新型 8×8 燃料の 2 タイプあるが、寸

法、形状及び材料は同等であり、大きな違いはない。（表 3-3）

↓ 

水素脆化による 

影響 

・ 燃料被覆管及び構造材の水素吸収量は照射期間と相関がある

ことが示されている。貯蔵燃料の照射期間は、水素吸収量が大

きく増加する領域にないが、相関を考慮して照射期間が最も長か

ったものから選定する。 

（当該燃料が貯蔵されているのは、中型キャスク） 

↓ 

乾式貯蔵キャスク

内貯蔵位置による

影響 

・ バスケットは、縦横中央の十字ラインの振れ幅が相対的に大

きくなる。（図 3-6）そのため、当該位置に貯蔵されている燃

料から選定する。 

↓ 

照射期間が最も長かった燃料の内、縦横中央の十字ラインに貯蔵されている燃料

2 体に加えて、縦横中央の真ん中に貯蔵されている燃料 1 体の計 3 体を選定する。
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表 3-2 乾式貯蔵キャスクの耐震設計裕度 

 

設計裕度※1 

大型キャスク 中型キャスク 

 部位 

S2（工認値※2） S2（工認値※2）

胴板 30.2～47.1 36.2～53.9 

一次蓋 14.0～251.0 17.1～251.0 

底板 53.9～125.5 62.8～125.5 

貫通孔蓋板 8.4～200.5 8.3～200.5 

密封シール部 16.5～36.2 12.9～36.2 

ボス溶接部※3 

バスケットサポート取付けボルト

溶接部※4 

18.7～37.6 6.0～12.5 

γ遮へい体取付けボルト溶接部 25.9～62.7 30.2～62.7 

一次蓋締付けボルト 6.1～8.0 6.6～8.3 

1.乾式貯蔵キャス

ク本体 

貫通孔蓋板締付けボルト 2.4～3.3 2.5～3.3 

バスケットプレート 32.5～32.7 32.5～32.7 

バスケットサポート 133.0～200.0 133.0～200.0 

2.バスケット 

バスケットサポート取付けボルト 14.8～22.2 12.7～19.0 

トラニオン 16.7～97.7 19.5～117.2 3.トラニオン 

トラニオン締付けボルト 6.8～16.0 8.1～18.7 

二次蓋 14.9～37.6 19.6～43.0 4.二次蓋 

二次蓋締付けボルト 2.2 2.3 

※1 設計裕度：許容応力／（基準地震動 S2 での発生応力計算値）。応力の種類に対するそれ

ぞれの許容応力との比（最小値と最大値）を範囲として記載している。 

※2 既設分と増設分の乾式貯蔵キャスク設計は同一であるため、最新（乾式貯蔵キャスク増

設分）の工事計画認可申請書（表中、工認）の値を示す。 

※3 大型キャスク 

※4 中型キャスク 

 

5-14



表 3-3 貯蔵燃料の仕様概要 

 

 8×8 燃料 新型 8×8 燃料 

燃料棒本数 63 本 62 本 

ウォータロッド本数 1 本 2 本 

集合体平均 約 27.5GWd/t 約 29.5GWd/t 燃焼度 

集合体最高 40.0GWd/t 40.0GWd/t 

被覆管外径 約 1.25cm 約 1.23cm 

被覆管厚さ 約 0.86mm（ライナなし） 約 0.86mm（ライナなし） 

被覆管材料 ジルカロイ-2 ジルカロイ-2 

スペーサ形状 格子型 格子型 

スペーサ厚さ 約 0.76mm 約 0.76mm 

スペーサ材料 ジルカロイ-4 ジルカロイ-4 
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一次蓋金属ガスケット部
気密漏えい検査

内部ガスサンプリング
（クリプトンガス分析）

再冠水 ＊再冠水により内部ガス放出
（クリプトンガスモニタで連続監視）

共用プール内搬入

一次蓋取り外し

選定燃料外観点検

＊一次蓋金属ガスケットの状況確認

バスケット外観点検

＊乾式貯蔵キャスク内全燃料取り出し
　（共用プールに保管）

＊上部から水中カメラにより確認

燃料装荷 ＊共用プールの燃料を装荷

一次蓋取り付け ＊新品ガスケットに交換後取り付け実施

クリプトンガスモニタで連続監視

共用プール外搬出

クリプトンガス検出し
た後、内部ガス排出
前置タンクへ

ヘリウム放出（一次蓋・二次蓋間）

蓋間圧力測定

二次蓋取り外し
＊二次蓋金属ガスケットの状況確認
＊蓋間圧力検出器の交換

＊クリプトンガスモニタで連続監視

貫通孔蓋板金属ｶﾞｽｹｯﾄ部
気密漏えい検査

＊合計値で判定

二次蓋金属ガスケット部
気密漏えい検査

密封監視装置蓋板取り外し

燃料取り出し

 

図 3-1 先行 1 基の点検フロー(1/2) 

5-16



内部水排水・真空乾燥

ヘリウム充填（乾式貯蔵キャスク内部）

一次蓋金属ガスケット部
気密漏えい検査

＊内部ガスの真空引き
（クリプトンガスモニタで連続監視）

二次蓋取り付け ＊新品ガスケットに交換後取り付け実施

真空乾燥（一次蓋・二次蓋間）

ヘリウム充填（一次蓋・二次蓋間）

二次蓋金属ガスケット部
気密漏えい検査

貫通孔蓋板金属ｶﾞｽｹｯﾄ部
気密漏えい検査

＊合計値で判定

：内部ガスサンプリングにより、クリプトンガスが検出された
場合は実施

乾式貯蔵キャスク表面温度測定

蓋間圧力測定

＊キャスク仮保管設備での
　　警報値未満であること

乾式貯蔵キャスク線量当量率測定 ＊設計基準以下であること

＊キャスク仮保管設備での
　　警報値を超えていること

 

図 3-1 先行 1 基の点検フロー(2/2) 
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一次蓋金属ガスケット部
気密漏えい検査

内部ガスサンプリング
（クリプトンガス分析）

＊クリプトンガスモニタで連続監視

ヘリウム放出（一次蓋・二次蓋間）

蓋間圧力測定

二次蓋取り外し
＊二次蓋金属ガスケットの状況確認
＊蓋間圧力検出器の交換

＊クリプトンガスモニタで連続監視

貫通孔蓋板金属ｶﾞｽｹｯﾄ部
気密漏えい検査

＊合計値で判定

二次蓋金属ガスケット部
気密漏えい検査

密封監視装置蓋板取り外し

 

図 3-2 残り 8 基の点検フロー（共用プールに沈めない場合）(1/2) 
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真空乾燥

ヘリウム充填（乾式貯蔵キャスク内部）

一次蓋金属ガスケット部
気密漏えい検査

＊内部ガスの真空引き
（クリプトンガスモニタで連続監視）

二次蓋取り付け
＊新品ガスケットに交換後取り付け
　実施

真空乾燥（一次蓋・二次蓋間）

ヘリウム充填（一次蓋・二次蓋間）

二次蓋金属ガスケット部
気密漏えい検査

貫通孔蓋板金属ｶﾞｽｹｯﾄ部
気密漏えい検査

＊合計値で判定

乾式貯蔵キャスク表面温度測定

蓋間圧力測定

＊キャスク仮保管設備での
　　警報値未満であること

乾式貯蔵キャスク線量当量率測定 ＊設計基準以下であること

＊キャスク仮保管設備での
　　警報値を超えていること

 

図 3-2 残り 8 基の点検フロー（共用プールに沈めない場合）(2/2) 
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一次蓋金属ガスケット部
気密漏えい検査

内部ガスサンプリング
（クリプトンガス分析）

再冠水 ＊再冠水により内部ガス放出
（クリプトンガスモニタで連続監視）

共用プール内搬入

一次蓋取り外し ＊一次蓋金属ガスケットの状況確認

＊乾式貯蔵キャスク内全燃料取り出し
　（共用プールに保管）

燃料装荷 ＊共用プールの燃料を装荷

一次蓋取り付け ＊新品ガスケットに交換後取り付け実施

＊クリプトンガスモニタで連続監視

共用プール外搬出

内部水排水・真空乾燥
＊内部ガスの真空引き
（クリプトンガスモニタで連続監視）

クリプトンガス検出し
た後、内部ガス排出
前置タンクへ

ヘリウム放出（一次蓋・二次蓋間）

蓋間圧力測定

二次蓋取り外し
＊二次蓋金属ガスケットの状況確認
＊蓋間圧力検出器の交換

＊クリプトンガスモニタで連続監視

貫通孔蓋板金属ｶﾞｽｹｯﾄ部
気密漏えい検査

＊合計値で判定

二次蓋金属ガスケット部
気密漏えい検査

密封監視装置蓋板取り外し

燃料取り出し

 

 

図 3-3 残り 8 基の点検フロー（共用プールに沈める場合）(1/2) 
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ヘリウム充填（乾式貯蔵キャスク内部）

一次蓋金属ガスケット部
気密漏えい検査

二次蓋取り付け ＊新品ガスケットに交換後取り付け実施

真空乾燥（一次蓋・二次蓋間）

ヘリウム充填（一次蓋・二次蓋間）

二次蓋金属ガスケット部
気密漏えい検査

貫通孔蓋板金属ｶﾞｽｹｯﾄ部
気密漏えい検査

＊合計値で判定

：内部ガスサンプリングにより、クリプトンガスが検出された
場合は実施

乾式貯蔵キャスク表面温度測定

蓋間圧力測定

＊キャスク仮保管設備での
　　警報値未満であること

乾式貯蔵キャスク線量当量率測定 ＊設計基準以下であること

＊キャスク仮保管設備での
　　警報値を超えていること

 
 

図 3-3 残り 8 基の点検フロー（共用プールに沈める場合）(2/2) 
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残りの乾式貯蔵キャ

スクの一次蓋金属ガ

スケットを交換する 

先行点検する乾式貯蔵キャスクの一次蓋金

属ガスケットを点検し、シール面に有意な

損傷（傷、割れ）がないことを確認する。 

（地震による影響を確認） 

全 9 基の乾式貯蔵キャスクについて、二次

蓋金属ガスケットが腐食貫通していない

（一次蓋金属ガスケットが外部環境と隔て

られていた）ことを確認する。 

（海水による影響を確認） 

全 9 基の乾式貯蔵キャスクについて、一次

蓋気密漏えい検査を行い、基準漏えい率 

（1×10-6（Pa･m3/s））以下であることを確

認する。（総合的に密封機能を確認） 

当該乾式貯蔵キャス

クの一次蓋金属ガス

ケットを交換する 

一次蓋金属ガスケッ

トの密封機能に影響

なし。※１ 

※１ 万一、キャスク仮保管設備で保管中に一次蓋金属ガスケットの密封機能に異常が生じ

た場合でも、キャスク仮保管設備では蓋間圧力が低下することで警報が発せられる設

計としており、早期検知が可能である。その場合は、速やかに共用プールに移動して、

一次蓋金属ガスケットを交換することが可能である。 

Ｎ 

Ｎ 

Ｎ 

図 3-4 一次蓋金属ガスケット健全性確認フロー 

いずれもＹの場合 

いずれか 

Ｎの場合 

Ｙ 

Ｙ 

Ｙ 
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先行点検する乾式貯蔵キャスクの貯蔵燃料

3 体の外観点検を実施し、燃料棒の明らかな

損傷・つぶれ、燃料棒以外の構成要素の有

害な損傷・変形がないことを確認する。 

Ｙ Ｎ 

当該乾式貯蔵キャス

クの全ての貯蔵燃料

を共用プールに取り

出す。 

全 9 基の乾式貯蔵キャスクについて、内部

ガスのサンプリングを行い、クリプトンガ

スが検出されないことを確認する。 

当該乾式貯蔵キャス

クのその他の貯蔵燃

料の外観点検を行う。

その結果に基づき、残

りの乾式貯蔵キャス

クの貯蔵燃料の外観

点検方針を定める。 

Ｙ 
Ｎ 

いずれもＹの場合 貯蔵燃料に有意な損

傷・変形なし。 

図 3-5 貯蔵燃料健全性確認フロー 
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：水平振動に対して、振れ幅が相対的に大きくなる貯蔵位置 

：垂直振動に対して、振れ幅が相対的に大きくなる貯蔵位置 

図 3-6 振れ幅が相対的に大きくなる貯蔵位置（中型キャスクの場合） 
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参考-1 

被覆管損傷が確認された貯蔵燃料を共用プールに取り出す場合の 

放射線被ばく影響について 

 

 設置許可申請書において、共用プールは健全燃料のみ保管することになっている。 

ここでは、乾式貯蔵キャスクの貯蔵燃料の被覆管に損傷が確認された場合、共用プー

ルに破損燃料を取り出す場合の放射線被ばく影響について説明する。 

なお、添付資料-1 3.5.に示すとおり、全 9 基の乾式貯蔵キャスク内部のガスサンプ

リングを行い、クリプトンガス検出の有無を確認することから、貯蔵燃料を共用プール

に取り出す前に、被覆管の損傷有無を認識できる。 

 

1. 放射線被ばく影響 

1.1. 放射線業務従事者への放射線被ばく影響 

(1) 液相 

乾式貯蔵キャスクから貯蔵燃料を共用プールに取り出すにあたっては、除染ピッ

トにて乾式貯蔵キャスク内に水を注入した後、共用プールに沈め、一次蓋を開放す

る。貯蔵燃料の被覆管に損傷があった場合、水溶性の核分裂生成物が乾式貯蔵キャ

スク内に溶出するが、共用プール冷却浄化系により次第に除去される。このため、

一次蓋を開放後に、共用プール水面上で線量率が一時的に上昇する場合でも、時間

の経過とともに線量率は低下する（一次蓋を閉止し、共用プールから除染ピットに

取り出した後の乾燥工程で、乾式貯蔵キャスク内の水を共用プールに排出する場合

も同様）。仮に共用プール水面上での線量率が予想より高くなったとしても、エリア

放射線モニタで検知でき、検知した場合は退避、線量率が十分下がった後に作業を

再開する運用により、放射線業務従事者の放射線被ばくを低く抑えることが可能で

ある。 

(2) 気相 

キャスク内部ガスのサンプリングの結果、クリプトンガスが検出された場合、図

1-1 に示すとおり、キャスク内部ガスを一旦タンクに回収し、屋外に徐々に放出す

る運用とする。そのため、建屋内へのガス状核分裂生成物の放出は無視できる。 

 

1.2. 公衆への放射線被ばく影響 

上述のとおり、貯蔵燃料の被覆管に損傷があった場合、キャスク内部ガスを一旦

タンクに回収し、放出量を管理して、屋外に徐々に放出する。既設 9 基の乾式貯蔵

キャスクの貯蔵燃料は 20 年以上冷却されているため、短半減期の核種は無視でき

る。 

図 1-1 に示すとおり、キャスク内部ガスをタンクに回収した後、サンプリングを

して対象核種の濃度（単位体積あたりのベクレル数）を測定することができる。放
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出ラインには、流量計とバルブを設置することから、放出風量（単位時間あたりの

体積放出量）を調整することで、放出率（単位時間あたりのベクレル数）を管理し

て屋外放出ができる。上記運用により、公衆への放射線被ばく影響を十分に小さく

することが可能である。 

なお、仮に大型キャスクの全ての貯蔵燃料の被覆管が損傷して、ガス状核分裂生

成物が短時間（1 時間）で共用プール建屋から全て放出されたとしても、貯蔵燃料

は20年以上冷却されているため、敷地境界線量は、約2.8×10-3mSv程度※１である。 

 

※1：よう素の内部被ばく及び希ガスのγ線外部被ばくの和（評価条件は、添付資料-2 参考-1 表 2-1 参照） 
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既設乾式貯蔵 

キャスク 

バッファ

タンク 

内部ガス 

排出前置 

タンク 

 
流

量

計 

排気 

ポンプクリプトンガス

モニタ 

通常時 

クリプトンガス検出時 

内部ガス放出時

サンプリング容器 

図 1-1 貯蔵燃料の被覆管に損傷があった場合の内部ガス放出の概略図 

屋外 
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添付資料-2 

既設 9 基乾式貯蔵キャスクのキャスク保管建屋からの搬出に関する説明書 

 

既設 9 基乾式貯蔵キャスクについては、キャスク保管建屋から搬出後、共用プー

ルで点検及び必要な部材交換を実施し、キャスク仮保管設備に保管することを計画

している。 

ここでは、乾式貯蔵キャスクのキャスク保管建屋からの搬出の作業手順及び安全

性について説明する。 

 

1. 搬出方法 

建屋内の天井クレーンは津波による被害が大きいため、耐震構造に寄与しない建

屋ブロック壁の撤去、搬送台車を建屋外に搬出するための新設レールの敷設を行い、

乾式貯蔵キャスクを建屋外に搬出する。建屋外での乾式貯蔵キャスクの搬送台車か

ら輸送トレーラーへの載せ替えは、移動式クレーンを使用して行う。この場合、二

重吊りの落下防止対策を講じることが出来ないため、万一の乾式貯蔵キャスクの落

下時にも周辺公衆及び放射線業務従事者に対して放射線被ばく上の影響は十分小さ

くなるように、乾式貯蔵キャスクの吊り上げ高さを制限する手順を定めて運用する。 

図 1-1 に乾式貯蔵キャスク搬出方法の概念図を示す。また、表 1-1 に乾式貯蔵キ

ャスクの搬出工程表を示す。 

 

2. 作業手順 

作業内容 注意事項 

【準備作業】 

(1) 移動式クレーンをキャスク保管建屋の近くに

設置する。 

風速が 10m/s 以上の場合、作業を

中止する。 

(2) 水平吊り具を移動式クレーンで吊り上げ、建屋

から搬出後に速やかに乾式貯蔵キャスクに取

り付けられるように用意する。 

 

(3) 建屋外にウインチ支持台及びウインチを取り

付ける。 

 

【乾式貯蔵キャスク搬出・輸送トレーラー載せ替え作業】 

(4) ウインチを用いて、乾式貯蔵キャスクを載せた

搬送台車を建屋外に搬出する。 

運搬物の表面及び表面から 1メート

ルの距離における線量当量率およ

び運搬物の表面汚染密度の測定に

関しては、作業実施時の最新の保安

規定、社内マニュアル等に基づき管

理する。 
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(5) 建屋外に搬出後、速やかに乾式貯蔵キャスクに

水平吊り具を取り付ける。 

 

(6) ウインチ及びウインチ支持台を取り外し、輸送

トレーラーを搬送台車と直列となるように駐

車する。 

搬送台車と輸送トレーラーの距離

が十分小さくなるように輸送トレ

ーラーを駐車する。 

(7) 搬送台車荷台と輸送トレーラー荷台に段差が

極力生じないように高さ調整をする。 

 

(8) 乾式貯蔵キャスクの吊り上げを監視するよう、

専任の監視員を配置する。 

 

(9) 移動式クレーンを用いて、吊り上げ高さが 1m

以下となるように監視しながら支持架台付き

乾式貯蔵キャスクを搬送台車から輸送トレー

ラーに徐々に水平移動させる。 

吊り上げ高さが確実に 1m 以下と

なるように、十分に低い高さで移

動する。 

(10) キャスク支持架台を輸送トレーラー荷台に

固定する。 

 

(11) 乾式貯蔵キャスクから水平吊り具を取り外

す。 

 

(12) 輸送トレーラーにて共用プールまで構内運

搬する。 

構内運搬の安全措置は、作業実施

時の最新の保安規定、社内マニュア

ル等に基づき管理する。共用プール

での乾式貯蔵キャスクの取り扱い

は、従来通り、天井クレーンと搬

送台車を使用する。 

【片付け作業】 

(13) 水平吊り具を移動式クレーンから取り外し、

移動式クレーンを移動させる。 

次の乾式貯蔵キャスクを続けて搬

出する場合は、(13)は行わずに(2)

に戻って繰り返す。 

 

3. 安全性 

(1) 事前検討、作業資格 

・ 作業手順書を作成し、事前に十分検討を行った上で作業を行う。 

・ クレーンの運転は、有資格者を配置する。 

(2) ウインチによる建屋外への搬出作業 

・ ウインチによる搬送台車の移動は、建屋内 150cm/min、建屋外 100cm/min 程度

の非常に遅い速度で取り扱うものとする。 

(3) 移動式クレーンによる輸送トレーラー載せ替え作業 
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・ クレーンによる支持架台付き乾式貯蔵キャスクの吊り上げは、10cm/min 程度

の非常に遅い速度で取り扱うものとする。 

・ 吊り上げ高さが確実に 1m 以下となるように、吊り上げ高さを 50cm 程度以下で

取り扱うように手順書に定める。 

・ 乾式貯蔵キャスクは専用の水平吊り具を用いるため、水平を維持して取り扱う

ことができる。クレーンによる支持架台付き乾式貯蔵キャスクの水平移動は、

500cm/min 程度の非常に遅い速度で取り扱うものとする。 

・ 玉掛け合図者からクレーン運転者に連絡が取れるよう無線を用意する。また、

専任の監視員は、玉掛け合図者を通してクレーン運転者に連絡が取れるように

配置する。 

・ 玉掛けの際、フックの外れ止めを確実に実施する。 

 

4. 非常時の措置 

(1) 乾式貯蔵キャスク落下 

・ 万一、乾式貯蔵キャスクを 1m 高さから落下させた場合でも周辺公衆及び放射

線業務従事者への放射線被ばく上の影響は十分に小さい。 

 

5. 主要な設備  

(1) 500t 級移動式クレーン 

台数 1 

(2) 搬送台車 

台数 1 

(3) ウインチ 

個数 3（1 個が手動、2 個が電動）（建屋内） 

 2（2 個とも電動）（建屋外） 

(4) 水平吊り具 

個数 1 

(5) 輸送トレーラー 

台数 1 

 

6. 参考 

参考-1 乾式貯蔵キャスクの 1m 落下時の放射線被ばく影響について 
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表 1-1 乾式貯蔵キャスクの搬出工程表 

 

 
  

5-31



 

 

大物搬入口

ブロック壁撤去 

新設レール

移動式クレーン 輸送トレーラー 

キャスク保管位置 

トレーラ 

エリア 

キャスク保管建屋 

搬送台車 

既設レール 

既設レール 

 

間隙を十分小さくなるよう駐車

搬送台車

支持架台 輸送トレーラー 

乾式貯蔵キャスク 

吊り上げ高さが1m以下に運用 
段差を極力なくすよう調整 

 

 

 

図 1-1 乾式貯蔵キャスク搬出方法の概念図 
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参考-1 

乾式貯蔵キャスクの 1m 落下時の放射線被ばく影響について 

 

既設 9 基乾式貯蔵キャスクについては、建屋外での搬送台車から輸送トレーラー

への載せ替えは、移動式クレーンを使用して行う。その際、乾式貯蔵キャスクの吊

り上げ高さを確実に 1m 以内に制限できる手順を定め、運用する予定である。 

ここでは、大型の乾式貯蔵キャスクが 1m 落下した場合でも、周辺公衆及び放射線

業務従事者への放射線被ばく上の影響は十分に小さいことを説明する。 

 

1. 一次蓋密封部の発生応力評価 

1.1. 評価条件 

 評価条件は以下とする。 

・支持架台付きで取り扱う。 

・水平吊り具を使用して、水平状態で取り扱う。 

・輸送トレーラーの駐車位置は、搬送台車との距離を十分小さくし、隙間から乾式

貯蔵キャスクが落下しないようにする。 

・搬送台車荷台と輸送トレーラー荷台に段差が極力生じないように高さ調整をする。 

 

1.2. 評価方法 

1m 落下時に、乾式貯蔵キャスクの一次蓋密封部の発生応力が基準値（使用済燃

料貯蔵施設規格 金属キャスク構造規格（2007 年版））を満足するかを評価する。

評価方法は以下のとおりである。 

・LS-DYNA コードを用いて、1m 落下時に乾式貯蔵キャスクにどの程度の鉛直方向加

速度が生じるかを求める。 

・ABAQUS コードを用いて、乾式貯蔵キャスクがトラニオン 4 箇所で水平に支持され

た状態で、上記で求めた鉛直方向加速度を慣性力として与え、また、工事計画

認可申請書（以下、工認）に記載している最高使用圧力＋ボルト初期締め付け

力＋熱荷重を同時に加えて、密封部の発生応力を求める。 

・求められた発生応力が基準値を満足するかを評価する。 

 

1.3. 評価結果 

(1) 落下による最大加速度評価 

LS-DYNA コードを用いて、1m 落下時に乾式貯蔵キャスクにどの程度の鉛直方向

加速度が生じるかを求めた。支持架台は板厚 50mm の炭素鋼（SS400）の鋼板でト

ラニオンを支持しており、その部分の剛性は、乾式貯蔵キャスク本体及びトラニ

オンの剛性に比べて小さく、落下時にその部分の塑性変形で落下エネルギーが吸

収される。 
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図 1-1 及び図 1-2 に、乾式貯蔵キャスク本体の鉛直方向の変位履歴図及び速度

履歴図をそれぞれ示す。乾式貯蔵キャスク本体の速度勾配は蓋側のトラニオン取

付部が最も大きく、その加速度は 33.1G である。以下、約 5%の余裕を見て、35G

が鉛直方向加速度として作用するとして応力評価を行う。 

 

(2) 乾式貯蔵キャスクの一次蓋密封部の発生応力 

ABAQUS コードを用いて、LS-DYNA コードで得られた鉛直方向加速度及び工認に

記載している最高使用圧力＋ボルト初期締め付け力＋熱荷重を同時に加えて、乾

式貯蔵キャスクの一次蓋密封部の発生応力を求めた。 

考慮した荷重の具体的な値は、以下のとおりである。 

・最高使用圧力：1.6MPa 

・ボルト初期締め付け力：3.372×106N 

・熱荷重：保守的に、最新工認（大型乾式貯蔵キャスク増設分）の乾式貯蔵キ

ャスク各部の温度分布時に発生する荷重を使用※1。 

・LS-DYNA コードで得られた鉛直方向加速度：35G 

一次蓋密封部の発生応力は胴フランジ断面最下部付近が最も大きく 58N/mm2 で

ある。また、一次蓋ボルトの最大応力は 109N/mm2である。 

※1：既設 9 基乾式貯蔵キャスクの貯蔵燃料は 20 年以上冷却されており、増設分乾式貯蔵キャスクの貯蔵燃

料の設計冷却期間 13 年以上を超えていることから、最新工認の熱荷重を使用することは保守的となる 

 

(3) 基準値との比較 

一次蓋密封部の胴フランジ及び一次蓋ボルトの基準値は、材料の降伏応力（Sy）

であり、それぞれ 

一次蓋密封部胴フランジ（GLF1）：Sy＝181N/mm2 

一次蓋ボルト（GBL1）：Sy＝649 N/mm2 

である。このため、1m 落下での一次蓋密封部の胴フランジ及び一次蓋ボルトの裕

度（基準値/発生応力）はそれぞれ 

一次蓋密封部胴フランジ：181/58＝3.1 

一次蓋ボルト：649/109＝5.9 

 となり、基準値を十分満足する。 

5-34



 

図 1-1 乾式貯蔵キャスク本体の鉛直方向の変位履歴図 

 

図 1-2 乾式貯蔵キャスク本体の鉛直方向の速度履歴図 
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参考資料 

衝撃計算に用いるコード(LS-DYNA)について 

 

（１） 概要 

LS-DYNAコードは米国Livermore Software Technology Corporation(LSTC社)から

リリースされた汎用陽解法有限要素解析に基づく 3 次元非線形衝撃応答解析コードで

あり、輸送キャスクの衝撃解析等に広く利用されている。 

 

（２） 機能 

LS-DYNA コードは、衝撃解析に際して以下の機能を有している。 

① 材料の非線形性を取り扱いできるため、衝撃吸収材が衝撃時に降伏応力を超え、塑

性変形することによって衝撃エネルギーを吸収することを考慮できる。 

② 20 を超える接触オプションが有効であり、接触面には固着、剥離、接触、滑り、摩

擦などの条件が設定できる。 

③ 面と面の接触状態だけでなく、辺と辺、節点と面の接触も可能である。 

④ 要素の消滅などの特殊な条件も扱うことができる。 

⑤ 多数の金属、非金属材料モデルを有している。 

 

（３） 解析フロー 

LS-DYNA コードの解析フローを図 1-3 に示す。 

 

（４） 使用実績 

LS-DYNA コードは、これまで自動車分野をはじめ、多くの分野の衝撃解析に対して

使用実績がある。 

原子力分野では、返還ガラス固化体輸送用キャスクの核燃料輸送物設計承認書におい

て、構造解析の解析コードとして使用されている実績がある。 

 

（５） 検証方法 

実験との比較による検証が実施されていることを確認している。 
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図 1-3 LS-DYNA コードの衝撃計算フロー図 
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構造強度計算に用いるコード（ABAQUS）について 

 

（１）概要 

   ABAQUS コードは米国 Hibbitt,Karlsson&Sorensen,Ins.(HKS 社)で開発された有

限要素法に基づく応力・座屈解析等の汎用解析コードであり、輸送キャスクの応力解

析等に広く利用されている。 

 

（２）機能 

   ABAQUS コードは、応力解析に際して以下の機能を有している。 

① 定常、非定常の弾性、非弾性のいずれの解も得ることができる。 

② 材料特性として時間依存、歪の履歴依存及びに等方性・異方性等を考慮すること

ができる。 

③ モデルの形状は一次元～三次元、又は連続体についても取り扱うことができる。 

④ 伝熱解析結果をそのまま境界条件として熱応力解析に用いることが可能である。 

⑤ 荷重条件として集中荷重、分布荷重、モーメント、加速度力（慣性力）、圧力、

遠心力及びコリオリ力等が取り扱える。また、これらの条件の時間依存、線形変

化に対しても対応可能である。 

 

（３）解析フロー 

   ABAQUS コードの解析フローを図 1-4 に示す。 

 

（４）使用実績 

   ABAQUS コードは、これまで多くの応力解析に対し使用実績がある。 

 

（５）検証方法 

   理論値との比較による検証が実施されていることを確認している。 
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図 1-4  ABAQUS コードの応力解析フロー図 
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2. 一次蓋ずれを原因とした金属ガスケットからの瞬時漏えい率上昇の影響評価 

2.1. 1m 落下試験 

(1) 試験の概要 

電力中央研究所において、実物大金属キャスク落下試験（69 体の BWR 燃料集合

体を収納する乾式キャスクを模擬した試験体を用いた落下試験）が行われている※

2。その中で緩衝体を装着しない状態で 1m 高さから水平落下させた試験があり、

一次蓋の変位及び瞬時漏えい率が測定されている。 

※2：電力中央研究所報告 金属キャスク落下時瞬時漏えい評価－実物大金属キャスク落下試験－H18.12 

 

(2) 試験結果からの類推 

落下時の一次蓋の最大横ずれ量は約 0.4mm であり、一次蓋の口開きは認められて

いない。一次蓋金属ガスケットからのヘリウム漏えい率は、落下直後にバックグラン

ドより一桁上昇し、10 分程度でバックグランドレベルまで復元、落下から 25 分程度

経過してから再び一桁上昇し、更に 10 分程度でバックグランドレベルまで復元する

現象が見られたが、この後 6 時間の計測中はバックグランドレベルのままであったこ

とが確認されている。最終的に復元する原因については、金属ガスケット表面とキャ

スク本体のフランジ面とのなじみにより、金属ガスケット表面にできた隙間が解消さ

れたものと考えられている。また、試験終了後、試験体を落下試験場から離れた工場

に持ち込み、二回の密封検査を実施した結果、密封性が健全であることが確認されて

いる。 

乾式貯蔵キャスクの支持架台付き 1m 落下と電力中央研究所が行った 1m 水平落

下試験を比較すると、金属ガスケットの熱劣化の有無と支持架台の有無の違いは

あるが、概ねキャスク設計と落下条件は類似している。そのため、乾式貯蔵キャ

スクが支持架台付きで 1m 水平落下した場合、一次蓋の横ずれにより瞬時的に漏えい

率が上昇する可能性はあるが、比較的短時間に復元するものと類推する。 

一次蓋の横ずれにより瞬時的に漏えい率が上昇したとしても、乾式貯蔵キャスクの

蓋間圧力は正圧、乾式貯蔵キャスク内部は負圧であることを踏まえると、乾式貯蔵キ

ャスクを支持架台付きで 1m 落下した場合において、外部への核分裂生成物の漏えい

はほとんどないと思われる。 

 

2.2. 敷地境界線量の評価 

ここでは、極めて保守的な例として、大型の乾式貯蔵キャスクの落下により、全て

の貯蔵燃料の被覆管が損傷し、ガス状核分裂生成物がキャスク保管建屋前において短

時間（１時間）で全て放出されたとして敷地境界線量の評価を行った。 

評価条件を表 2-1 に示す。敷地境界線量は、よう素の内部被ばく及び希ガスのγ線
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外部被ばくの和として計算した。結果は、 

約 2.5×10-3mSv 

となり、「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針」（平成 2 年 8 月 30

日 原子力安全委員会決定 一部改訂 平成 13 年 3 月 29 日 原子力安全委員会）に

おいて、事故時における周辺公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与えない判

断基準である発生事故当たりの実効線量5mSvに対して十分小さい結果となっている。

更に、設計基準事象である「燃料集合体の落下」の設置許可申請書（6 号機）で評価

された敷地境界線量である約 4.3×10-2mSv よりも小さい値である。 

以上より、極めて保守的な条件で敷地境界線量を評価した結果においても、周辺公

衆に与える放射線被ばく上の影響は十分に小さい。 

 

2.3. まとめ 

大型の乾式貯蔵キャスクが水平架台付きで 1m 落下した場合でも、一次蓋密封部の

胴フランジ及び一次蓋ボルトの発生応力はいずれも基準値を十分満足することを確

認した。 

また、類似の落下試験から、一次蓋の横ずれにより瞬時的に漏えい率が上昇する

可能性はあるが、比較的短時間に復元するものと類推した。 

なお、極めて保守的な条件で敷地境界線量を評価した場合においても、周辺公衆

に与える放射線被ばく上の影響は十分に小さいことを確認した。実際には、乾式貯

蔵キャスクの落下による貯蔵燃料の破損は仮定より少ないと思われること及び一次

蓋の横ずれにより瞬時的に漏えい率が上昇したとしても、乾式貯蔵キャスクの蓋間

圧力は正圧である一方、乾式貯蔵キャスク内部は負圧であることから、周辺公衆及

び放射線業務従事者に与える放射線被ばく上の影響は十分軽微であると考える。 
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表 2-1 敷地境界線量の評価条件 

 

評価手法 ORIGEN2（インベントリ）、気象指針※1（大気拡散）、

線量目標値に対する評価指針※2（放射線被ばく） 

燃焼度 33GWd/t 

（保守的に、実際の最大燃焼度を超えた燃焼度を設定）

冷却期間 8000 日 

（保守的に、実際の最小冷却期間より少ない期間を設定）

ペレットから被覆管ギャップへ

核分裂生成物が放出する割合 

30%※3 

実効放出継続時間 1 時間 

 

※1：発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針（昭和 57 年 1 月 28 日 原子力安全委員会決定 一部改訂 平成

13 年 3 月 29 日 原子力安全委員会） 

※2：発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に対する評価指針（昭和 51 年 9 月 28 日 原子力委員会決定 一部改訂 

平成 13 年 3 月 29 日 原子力安全委員会） 

※3：H.Hayashi,M.Kitamura,T.Nomata,T.Kogai,K.Ito,T.Kubo,Y.Wakashima,H.Sakurai,”Irradiation Characteristics of BWR StepⅡ

Lead use Assemblies”, ANS International Topical Meeting on Light Water Reactor Fuel Performance, 

Portland,Oregon,U.S.A.,March2-6,(1997) 
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参考資料 

インベントリ計算に用いるコード（ORIGEN2）について 

 

（１） 概要 

ORIGEN2 コードは、米国オークリッジ国立研究所（ORNL）で開発された炉内中

性子束の１点近似による燃焼計算コードである。ORIGEN2 コードは汎用解析コード

であり、輸送キャスクの崩壊熱計算等に広く利用されている。 

 

（２） 機能 

ORIGEN2 コードは、燃焼解析に際して以下の機能を有している。 

① 燃料の炉内での燃焼計算、炉取出し後の減衰計算により、冷却期間に対応した崩

壊熱、放射線の強度、各核種の放射能量等が求められる。 

② 原子炉の炉型と燃料の組合せに対し、中性子エネルギースペクトルの違いにより

重みをつけた断面積ライブラリが内蔵されており、任意に選択できる。 

③ 計算結果は、放射化生成物、アクチニド、核分裂生成物に分類して出力される。 

④ 燃焼計算に必要な放射性核種データ（崩壊熱、ガンマ線のエネルギー分布、自発

核分裂と（α，ｎ）反応により発生する中性子源強度等）に関しては、ORIGEN2 コ

ード専用のライブラリがあり、これを用いる。 

  

（３） 計算フロー 

ORIGEN2 コードの計算フローを図2-1 に示す。 

 

（４） 使用実績 

ORIGEN2 コードは、輸送キャスク、核燃料施設の崩壊熱計算に広く使用されてい

る※1。 

 

（５）検証方法 

汎用コードの導入評価※1が実施されていることが確認されている。 

大型実験/ベンチマーク試験による検証※2 が実施されていることが確認されている。 

 

※1：A.G.Croff, “ ORIGEN2 Isotope Generation and Depletion Code MATRIX 

EXPONETIAL METHOD”,CCC-371(1987) 

※2：(社)日本原子力学会“原子炉崩壊熱とその推奨値”，1989 年 8 月 
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図 2-1  ORIGEN2 コードの計算フロー図 
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キャスク仮保管設備の安全機能に関する説明書 

 

1. キャスク仮保管設備の概要 

1.1. キャスク仮保管設備の構成 

キャスク仮保管設備は乾式貯蔵キャスク 20 基(内 9 基は津波が発生した際に、キャス

ク保管建屋に保管されていたもの)、輸送貯蔵兼用キャスク 45 基（内 15 基は将来増設予

定）及びこれらを１基ごとに収納するキャスク仮保管構築物（以下、「コンクリートモジ

ュール」という。）、揚重機（以下、「クレーン」という。）、監視装置等で構成される。 

キャスク仮保管設備の構内位置を図 1-1 に、キャスク仮保管設備配置概略図を図 1-2

に示す。 

添付資料-３ 
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図 1-1 キャスク仮保管設備の構内位置 

OP.39,700 

  ：キャスク仮保管設備 
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図 1-2 キャスク仮保管設備配置概略図（単位：ｍ） 

①、② 乾式貯蔵キャスク 20 基

③ 輸送貯蔵兼用キャスク 30 基

④ 輸送貯蔵兼用キャスク（将来設置） 15 基

防護フェンス 

クレーンレール 
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1.2. 設備仕様 

1.2.1. 仮保管エリア寸法 

約 96m×約 80m 

 

1.2.2. 保管対象物と保管容量 

保管対象物仕様と保管容量を表 1-1 に示す。 

 

表 1-1 保管対象物仕様と保管容量 

項目 仕様 

保管対象物 乾式貯蔵キャスク 

主要仕様 本文表 5-2 の通り 

保管容量 20 基 

 

1.2.3. コンクリートモジュール 

コンクリートモジュールに関する仕様を表 1-2 に示す。コンクリートモジュール概略

図を図 1-3 に示す。またコンクリートモジュール外形図を図 1-4 に示す。 

 

表 1-2 コンクリートモジュール仕様 

項目 仕様 

名称 コンクリートモジュール 

保管対象物 乾式貯蔵キャスク 

数量 20 基 

長手 約 7300mm 

短手 約 4680mm 

主
要
寸
法 

高さ 約 4000mm 

構造 鉄筋コンクリート構造 

 

1.2.4. 支持構造物 

数量 乾式貯蔵キャスク用:20 基 

 

1.2.5. クレーン 

クレーンに関する仕様を表 1-3 に示す。またクレーンの概略図を図 1-5 に示す。 
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表 1-3 クレーン仕様 

項目 仕様 

型式 門型クレーン 

数量 1 基 

定格荷重 主巻 150t 補巻 20t 

揚程 主巻 9.0m 補巻 11.3m 

 

1.2.6. 監視装置 

監視装置に関する仕様を表 1-4、1-5 に示す。 

 

表 1-4 監視装置仕様 

項目 仕様 

名称 蓋間圧力検出器 温度検出器 

検出器の個数 2 個/基 1 個/基 

計測対象 蓋間圧力 外筒表面温度 

取付箇所 二次蓋 外筒表面 

計測範囲 50～500kPa abs. -20～160℃ 

 

表 1-5 放射線監視装置仕様 

項目 仕様 

名称 エリア放射線モニタ 

基数 4 基注 1) 

取付箇所 設備敷地内 

計測範囲 10-1μSv/h～105μSv/h 

 

注 1) 4 基の内 1 基は将来増設予定。 

5-49



 

図 1-3 乾式貯蔵キャスク用コンクリートモジュール概略図(単位：mm) 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-4 コンクリートモジュール外形図 

 

 

排気口 

給気口 

点検扉
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図 1-5 クレーン概略図 
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2. 評価の基本方針 

2.1.設計方針 

2.1.1. 基本的安全機能 

本設備は、乾式貯蔵キャスク及びこれを収納するコンクリートモジュール、支持構造

物（以下「支持架台」という）、クレーン、監視装置等で構成され、本文 5.2 項の設計方

針に示される除熱、遮へい、密封及び臨界防止の安全機能を設計とするとともに、必要

な構造強度を有する設計であることを確認する。 

 

2.1.2. 乾式貯蔵キャスクの安全機能について 

本設備で保管する乾式貯蔵キャスクは、既存設計のものを使用する。乾式貯蔵キャス

クの安全機能に関しては、以下の図書にて評価されている。 

 

(1) 乾式貯蔵キャスク 

① 沸騰水型原子力発電所 使用済燃料の乾式キャスク貯蔵施設について(平成 5 年 7

月株式会社東芝 TLR-053 改訂 1) 

② 沸騰水型原子力発電所 使用済燃料の乾式キャスク貯蔵施設の安全設計で使用する

解析コードについて(平成 5 年 4 月 株式会社東芝 TLR-054) 

③ 福島第一原子力発電所 第 4号機工事計画認可申請書本文及び添付書類(平成6年 3

月 14 日申請,東京電力株式会社) 

④ 福島第一原子力発電所 第 6号機工事計画認可申請書本文及び添付書類(平成6年 3

月 14 日申請,東京電力株式会社) 

⑤ 福島第一原子力発電所 第 4 号機工事計画認可申請書本文及び添付書類(平成 22 年

10 月 22 日申請,東京電力株式会社) 

⑥ 福島第一原子力発電所 第 5 号機工事計画認可申請書本文及び添付書類(平成 22 年

10 月 22 日申請,東京電力株式会社) 

⑦ 福島第一原子力発電所 第 6 号機工事計画認可申請書本文及び添付書類(平成 22 年

10 月 22 日申請,東京電力株式会社) 

 

2.2. 安全設計・評価方針 

表 2-1 に評価すべき各安全機能に関する既存の評価内容と本設備での安全設計・評価の

方針を示す。
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表2-1 キャスク仮保管設備安全評価の基本方針 

項目 中期安全確保の考え方 評価対象 乾式貯蔵キャスク 

   既存評価を引用 新評価実施 評価方針 

燃料被覆管 ○ － 以下の確認をもって評価条件が既存評価と同等であると言える為、既存評価を引用して評価

を行う。 

・保管中のコンクリートモジュール内の温度が45℃以下となること。 

乾式キャスク ○ － 以下の確認をもって評価条件が既存評価と同等であると言える為、既存評価を引用して評価

を行う。 

・保管中のコンクリートモジュール内の温度が45℃以下となること。 

除熱機能 乾式キャスク及びキャスク仮保管構築物につい

て使用済燃料の健全性及び安全機能を有する構

成部材の健全性が維持できるように、使用済燃

料の崩壊熱を適切に除去できる設計とする。 

コンクリートモジュール  － 

 

○ 既存評価における評価条件は以下事項に相違がある為、改めて解析評価を実施する。 

・保管中の乾式キャスク周辺環境温度が異なる。（既存評価ではキャスク保管建屋内の評価）

 

なお、評価は設計発熱量の大きい大型キャスクを代表キャスクとする。 

密封機能 乾式キャスクについて、周辺公衆及び放射線業

務従事者に対し、放射線上の影響を及ぼすこと

のないよう、使用済燃料が内包する放射性物質

を適切に閉じ込める設計とする。 

乾式キャスク ○ － 既存評価における評価条件と同等であると言える為、既存評価を引用して評価を行う。 

 

 

遮へい機能 乾式キャスク及びキャスク仮保管構築物につい

て、周辺公衆及び放射線業務従事者に対し、放

射線被ばく上の影響を及ぼすことのないよう、

使用済燃料の放射線を適切に遮へいする設計と

する。 

乾式キャスク ○ 

 

－ 

 

既存評価における評価条件と同等であると言える為、既存評価を引用して評価を行う。 

 

臨界防止機能 乾式キャスク及びキャスク仮保管構築物につい

て、想定されるいかなる場合にも使用済燃料が

臨界に達することを防止できる設計とする。 

乾式キャスク ○ － 既存評価においてはキャスク配列、バスケット内の燃料配置等最も厳しい状態を想定し評価

しており、本設備での条件と比較して、十分安全側であることから、既存評価を引用して評

価を行う。 

構造強度 乾式キャスク及びキャスク仮保管構築物につい

て、除熱機能、密封機能、遮へい機能、臨界防

止機能を維持するために必要な構造強度を有す

る設計とする。 

乾式キャスク ○ － 以下の確認をもって評価条件が既存評価と同等であると言える為、既存評価を引用して評価

を行う。 

・本設備における設計事象の荷重条件が既存評価における設計事象の荷重条件に包絡するこ

と。 

 

乾式キャスク － ○ 本設置場所における設計用地震力と既存評価で用いた設計用地震力の比率が、既存評価の余

裕率より小さいことを確認する。 

支持架台 － ○ 本設置場所における設計用地震力により評価を実施する。 

支持架台固定具 － ○ 本設置場所における設計用地震力により評価を実施する。 
コンクリートモジュール － ○ 本設置場所における設計用地震力により評価を実施する。 

耐震性 

 

キャスク仮保管設備は、基準地震動Ssを考慮し

ても、5.2.1～5.2.4 に示す安全機能が維持され

ていることを確認する。 

クレーン － ○ 本設置場所における設計用地震力により評価を実施する。 
異常時の評価 安全評価において想定すべき異常事象として今

後抽出される各事象を考慮しても5.2.1～5.2.4

に示す安全機能が維持されていることを確認す

る。 

乾式キャスク － ○ 本設備の異常事象の抽出を行い、評価を実施する。 
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3.1. 除熱機能 

3.1.1. 乾式キャスクの除熱機能 

(1) 乾式貯蔵キャスクの除熱機能 

1) 基本的な考え方 

除熱設計に当たっては、使用済燃料の健全性および安全機能を有する構成部材の健全性

が維持できるよう、使用済燃料の崩壊熱を適切に除去できるように以下のとおり設計す

る。 

① 乾式貯蔵キャスク内部には、格子構造のバスケットを設け、その中に使用済燃料を

収納する。 

② 乾式貯蔵キャスク内部には、熱伝導率の高いヘリウムガスを充てんする。 

③ 熱伝導率の低い中性子遮へい材内部には、伝熱プレートを設け、熱伝導性を向上さ

せる。 

乾式貯蔵キャスクには収納する使用済燃料の体数が異なる中型と大型の 2 種類の乾式

貯蔵キャスクがあり、中型と大型それぞれについて評価する。 

図 3.1.1-1 に除熱評価のフローを示す。乾式貯蔵キャスクは、図 3.1.1-1 の「使用済燃

料の崩壊熱計算」から「乾式貯蔵キャスクの除熱計算」に関して、使用済燃料仕様、乾式

貯蔵キャスク仕様及び解析モデル等は全て「2.評価の基本方針」で記載している既存評価

書の内容から変更はない。また、乾式貯蔵キャスク周囲の温度についてもコンクリートモ

ジュール内部の空気温度を 45℃以下で設計する為、既存評価書と同じ条件である。 

よって、本評価結果は既存評価書の内容を引用するが、燃料被覆管の設計基準温度に関

しては、新知見を反映し、水素再配向等による強度低下が発生しない温度とした(表

3.1.1-1)。 
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使用済燃料仕様 燃料型式、燃焼度、
濃縮度、冷却年数、
収納体数等 

崩壊熱評価 燃焼計算コード
(ORIGEN2) 

キャスク周囲温度
の設定 

評価項目 乾式キャスク各部の温度
燃料被覆管温度 

評価 構造部材の各部温度が許容値以下
燃料被覆管温度が制限温度以下 

解析モデル 径方向：二次元輪切りモデル
軸方向：軸対称モデル 
燃料集合体：径方向二次元モデル 

解析コード 有限要素法コード ABAQUS

崩壊熱 

評価 ・ 乾式キャスクが設定する周囲温
度(45℃)以下であること 

・ コンクリート温度の健全性が確
認できる温度以下であること 

評価項目 ・乾式キャスク周囲温度
・コンクリート躯体温度 

設計給気温度 

ふく射率等 

コンクリートモジュ
ール、支持架台等の
形状 

除熱解析 
三次元熱流動解析 

解析コード FLUENT（三次元解析）

乾式キャスク仕様 

(構造寸法、材料等) 

図 3.1.1-1 キャスク仮保管設備除熱評価フロー図 

[乾式貯蔵キャスクの除熱計算] 

[使用済燃料の崩壊熱計算] 

 

[コンクリートモジュールの除熱計算] 

(形状) 
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2) 設計基準 

設計基準を表 3.1.1-1 に示す。 

表 3.1.1-1 設計基準 

(単位：℃) 

対象とな

る部材 
材質 設計基準 

設計基

準温度 
備考 

200※ 

使用済燃料(8×8

燃料、新型 8×8

燃料) 
燃料 

被覆管 
ジルカロイ－２ 

使用済燃料被覆管の累積クリープ

量が1 %を超えない温度、照射硬化

回復現象により燃料被覆管の機械

的特性が著しく低下しない温度及

び水素化物の再配向による燃料被

覆管の機械的特性の低下が生じな

い温度以下となる温度とする1)2)3)4) 

300※ 

使用済燃料(新型

8×8 ジルコニウ

ムライナ燃料) 

レ ジ ン 
形状変化及び重量減少を考慮して

遮へい機能が確保される制限温度 
150 中性子遮へい材 

低合金鋼 構造強度が確保される制限温度 350 貯蔵容器本体 

ステンレス鋼 構造強度が確保される制限温度 400 二次蓋 

アルミニウム、

インコネル 

基準漏えい率が保証でき、密封機能

が維持される制限温度 
150 金属ガスケット 

乾式貯蔵

キャスク 

ボロン添加アル

ミニウム 
構造強度が確保される制限温度 230 バスケット 

※水素化物の再配向による燃料被覆管の機械的特性の低下が生じない温度を設計基準温度とし

て設定したもので、燃料被覆管の周方向応力は設計基準温度状態で 70 MPa 以下とする。燃料

被覆管の累積クリープ量が 1%を超えない温度は 390℃と評価され、上記設計基準温度を超え

ている。また、燃料被覆管の照射硬化の回復については機械的強度への影響を評価するもの

とする。 

 

1)平成 15 年度リサイクル燃料資源貯蔵施設安全解析コード改良試験（燃料の長期安全性に関する試験 最

終成果報告書） （04 基炉報-0001，独立行政法人原子力安全基盤機構） 

2)平成 18 年度リサイクル燃料資源貯蔵技術調査等（貯蔵燃料長期健全性等確証試験に関する試験最終報告

書） （06 基炉報-0006，独立行政法人原子炉安全基盤機構） 

3)平成 19 年度リサイクル燃料資源貯蔵技術調査等（貯蔵燃料健全性等調査に関する試験成果報告書） （07

基炉報-0004，独立行政法人原子力安全基盤機構） 

4)金属製乾式キャスクを用いる使用済燃料中間貯蔵施設における金属製乾式キャスクとその収納物の長期

健全性について （総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 核燃料サイクル安全小委員会 

中間貯蔵ワーキンググループ 輸送ワーキンググループ 、平成 21 年 6月 25 日） 
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表 3.1.1-1 に示す乾式貯蔵キャスクを構成する部材のうち金属ガスケットについては、

モデルとしては考慮しているが既存評価書には記載していない。一方、輸送貯蔵兼用キ

ャスクでは、金属ガスケットについても評価対象となっていることから、乾式貯蔵キャ

スクについても同様に金属ガスケットを新たに追加し評価する。 

 

3) 燃料仕様 

評価は 8×8燃料、新型 8×8 燃料及び新型 8×8 ジルコニウムライナ燃料のうち最も厳

しい発熱量となる新型 8×8 ジルコニウムライナ燃料（最高燃焼度 36,500MWd/t、冷却期

間 13 年）を収納した場合について行い、使用済燃料の発熱量は ORIGEN2 コードにより求

める。 

乾式貯蔵キャスク 1 基当たりの発熱量を中型および大型についてそれぞれ表 3.1.1-2

および表 3.1.1-3 に示す。共用プールに貯蔵中の上記使用済燃料のうち、発熱量の大き

いものからキャスクに収納した場合の発熱量(平成 24 年 6 月 1 日時点)は、中型キャスク

で約 6.9kW、大型キャスクで約 9.6kW であり、除熱設計の前提としている発熱量を大幅

に下回る。 

表 3.1.1-2 乾式貯蔵キャスク 1 基当たりの発熱量（中型キャスク） 

燃料集合体の種類 8×8 燃料 新型 8×8 燃料 
新型 8×8 ジルコ

ニウムライナ燃料 

初期濃縮度  (wt%) 約 2.7 約 2.9 約 3.0 

収 納 物 の 

最高燃焼度 (MWd/t) 
30,000 33,500 36,500 

冷 却 期 間 (年) 13 13 13 

収 納 体 数 (体) 37 37 37 

評価に用いる 

発 熱 量 (kW) 
9.0 9.6 10.8 

 

表 3.1.1-3 乾式貯蔵キャスク 1 基当たりの発熱量（大型キャスク） 

燃料集合体の種類 8×8 燃料 新型 8×8 燃料 
新型 8×8 ジルコ

ニウムライナ燃料 

初期濃縮度  (wt%) 約 2.7 約 2.9 約 3.0 

収 納 物 の 

最高燃焼度 (MWd/t) 
30,000 33,500 36,500 

冷 却 期 間 (年) 13 13 13 

収 納 体 数 (体) 52 52 52 

評価に用いる 

発 熱 量 (kW) 
12.6 13.5 15.2 
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4) 評価条件 

乾式貯蔵キャスクの除熱評価は以下の 3 種類の解析モデルを用いて行う。 

a. 軸方向断面モデル(乾式貯蔵キャスク全体の二次元軸対称モデル) 

b. 半径方向断面モデル(胴中央部断面形状の二次元平面モデル) 

c. 燃料集合体断面モデル(燃料集合体の断面形状の二次元平面モデル) 

上記解析モデルを図 3.1.1-2～図 3.1.1-7 に示す。また、評価条件を表 3.1.1-4 および

表 3.1.1-5 に示す。 
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図 3.1.1-2 軸方向断面モデル(乾式貯蔵キャスク(中型キャスク)) 

 

 

 

図 3.1.1-3 半径方向断面モデル(乾式貯蔵キャスク(中型キャスク)) 
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図 3.1.1-4 燃料集合体断面モデル(乾式貯蔵キャスク(中型キャスク)) 

 

 

 

図 3.1.1-5 軸方向断面モデル(乾式貯蔵キャスク(大型キャスク)) 

1
)
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図 3.1.1-6 半径方向断面モデル(乾式貯蔵キャスク(大型キャスク)) 

 

 

図 3.1.1-7 燃料集合体断面モデル(乾式貯蔵キャスク(大型キャスク)) 
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表 3.1.1-4 評価条件（中型キャスク） 

項  目 評価条件 

収納体数 (体) 

姿  勢 

発 熱 量 (kW) 

周囲温度 (℃) 

37 

横置き 

10.8 

45 

 

 

表 3.1.1-5 評価条件（大型キャスク） 

項  目 評価条件 

収納体数 (体) 

姿  勢 

発 熱 量 (kW) 

周囲温度 (℃) 

52 

横置き 

15.2 

45 

 

 

5) 評価方法 

先ず、乾式貯蔵キャスク各部の温度分布を軸方向断面モデルにて求める。次に半径方

向断面モデルにて乾式貯蔵キャスク中央断面各部の温度分布及びバスケットの最高温度

を求める。 

最後に、半径方向断面モデルの熱解析から得られたバスケットの最高温度を境界温度

として燃料集合体断面モデルによる熱解析を実施し、燃料被覆管の温度分布を求める。

解析は ABAQUS コードを用いる。 
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6) 評価結果 

評価結果を表 3.1.1-6 および表 3.1.1-7 に示す。評価は 8×8 燃料、新型 8×8 燃料及

び新型8×8ジルコニウムライナ燃料のうち最も厳しい発熱量となる新型8×8ジルコニウ

ムライナ燃料（最高燃焼度 36,500MWd/t、冷却期間 13 年）を収納した場合について行っ

た。新型 8×8 ジルコニウムライナ燃料の評価結果においても、8×8 燃料及び新型 8×8

燃料の燃料被覆管設計基準温度（200℃）を満足しているため、発熱量がより低い 8×8 燃

料及び新型 8×8 燃料についても設計基準温度を満足する。本表に示すとおり使用済燃料

の健全性を示す燃料被覆管の温度および乾式貯蔵キャスクを構成する各部材はいずれも

設計基準温度を下回っており、熱的健全性は維持される。 

 

表 3.1.1-6 評価結果(中型キャスク) 

          （単位：℃）        

部材 評価結果 設計基準温度 備考 

159 以下※1※2 200 
使用済燃料(8×8 燃料、新

型 8×8 燃料) 
燃料被覆管 

159※2※3 300 
使用済燃料(新型 8×8 ジ

ルコニウムライナ燃料) 

レ ジ ン 92 150 中性子遮へい材 

低合金鋼 102 350 貯蔵容器本体 

ステンレス鋼 75 400 二次蓋 

74 150 一次蓋金属ガスケット 
アルミニウム、インコネル 

72 150 二次蓋金属ガスケット 

ボロン添加アルミニウム 142 230 バスケット 

※1 新型 8×8 ジルコニウムライナ燃料（発熱量 10.8kW）の燃料被覆管温度が 159℃であ

るため、発熱量の低い 8×8 燃料（9.0kW）、新型 8×8 燃料（9.6kW）の燃料被覆管温度

は 159℃以下となる。 

※2 通常取り扱い時及び異常時に燃料被覆管にかかる応力は、評価結果が最も厳しくなる

新型 8×8ジルコニウムライナ燃料で 56MPa となる。200℃での未照射材の降伏応力は

約 230MPa であるため、照射硬化回復を考慮しても、燃料被覆管にかかる応力は降伏応

力を超えることはない。 

※3 運用期間中に燃料被覆管温度が最も高くなる真空乾燥時では、最も厳しい大型キャス

クに新型 8×8 ジルコニウムライナ燃料を収納した場合、燃料被覆管温度は 194℃であ

り、この状態の燃料被覆管周方向応力は 46.0MPa であり、燃料被覆管温度及び周方向

応力ともに設計基準を満たしている。
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表 3.1.1-7 評価結果(大型キャスク) 

   （単位：℃）  

部材 評価結果 設計基準温度 備考 

174 以下※4※5 200 
使用済燃料(8×8 燃料、新

型 8×8 燃料) 
燃料被覆管 

174※5※6 300 
使用済燃料(新型 8×8 ジ

ルコニウムライナ燃料) 

レ ジ ン 104 150 中性子遮へい材 

低合金鋼 114 350 貯蔵容器本体 

ステンレス鋼 83 400 二次蓋 

81 150 一次蓋金属ガスケット 
アルミニウム、インコネル 

79 150 二次蓋金属ガスケット 

ボロン添加アルミニウム 159 230 バスケット 

   ※4 新型 8×8 ジルコニウムライナ燃料（発熱量 15.2kW）の燃料被覆管温度が 174℃であ

るため、発熱量の低い 8×8 燃料（12.6kW）、新型 8×8燃料（13.5kW）の燃料被覆管温

度は 174℃以下となる。 

※5 通常取り扱い時及び異常時に燃料被覆管にかかる応力は、評価結果が最も厳しくなる

新型 8×8ジルコニウムライナ燃料で 56MPa となる。200℃での未照射材の降伏応力は

約 230MPa であるため、照射硬化回復を考慮しても、燃料被覆管にかかる応力は降伏応

力を超えることはない。 

※6 運用期間中に燃料被覆管温度が最も高くなる真空乾燥時では、最も厳しい大型キャス

クに新型 8×8 ジルコニウムライナ燃料を収納した場合、燃料被覆管温度は 194℃であ

り、この状態の燃料被覆管周方向応力は 46.0MPa であり、燃料被覆管温度及び周方向

応力ともに設計基準を満たしている。 

5-64



 

参考資料 

除熱解析に用いるコード（ABAQUS）について 

 

（１） 概要 

ABAQUS コードは、米国 Hibbitt、Karlsson & Sorensen、Inc.（HKS 社）で開発された

有限要素法に基づく伝熱解析等の汎用解析コードであり、輸送キャスクの伝熱解析など

に広く利用されている。 

（２） 機能 

ABAQUS コードは、伝熱解析に際して以下の機能を有している。 

① 定常、非定常のいずれの解も得ることができる。 

② 一次元～三次元の任意形状の構造に対して解くことが可能である。 

③ 初期条件（温度）は要素ごとに変化させることができ、計算ステップの自動決定も

可能である。 

④ 境界条件として、時間に依存する熱流束、温度、伝導、対流及びふく射が考慮でき

る。 

⑤ 構成物質の相変態が考慮できる。 

（３） 解析フロー 

ABAQUS コードの解析フローを図 3.1.1-8 に示す。 

（４） 使用実績 

ABAQUS コードは、多くの伝熱解析に使用された実績がある。 

（５） 検証方法 

貯蔵キャスクの定常伝熱試験に対して ABAQUS による解析結果と試験結果を比較・検討

し、本コードの妥当性が検証されている 1)。 

 

1)山川秀次、五味義雄、尾崎幸男、尾崎明朗「使用済燃料キャスク貯蔵技術の確立―

キャスクの伝熱特性評価―」、電中研報告書、U92038、（1993）
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図 3.1.1-8 ABAQUS コードの解析フロー図 
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除熱解析に用いるコード（ORIGEN2）について 

 

（１） 概要 

ORIGEN2 コードは、米国オークリッジ国立研究所（ORNL）で開発された炉内中性子束の

１点近似による燃焼計算コードである。ORIGEN2 コードは汎用解析コードであり、輸送キ

ャスクの崩壊熱計算等に広く利用されている。 

（２） 機能 

ORIGEN2 コードは、燃焼解析に際して以下の機能を有している。 

① 燃料の炉内での燃焼計算、炉取出し後の減衰計算により、冷却期間に対応した崩壊

熱、放射線の強度、各核種の放射能量等が求められる。 

② 原子炉の炉型と燃料の組合せに対し、中性子エネルギースペクトルの違いにより重

みをつけた断面積ライブラリが内蔵されており、任意に選択できる。 

③ 計算結果は、放射化生成物、アクチニド、核分裂生成物に分類して出力される。 

④ 燃焼計算に必要な放射性核種データ（崩壊熱、ガンマ線のエネルギー分布、自発核

分裂と（α，ｎ）反応により発生する中性子源強度等）に関しては、ORIGEN2 コー

ド専用のライブラリがあり、これを用いる。 

（３） 計算フロー 

ORIGEN2 コードの計算フローを図 3.1.1-9 に示す。 

（４） 使用実績 

ORIGEN2 コードは、輸送キャスク、核燃料施設の崩壊熱計算に広く使用されている 1)。 

（５） 検証方法 

汎用コードの導入評価 1) が実施されていることが確認されている。 

大型実験/ベンチマーク試験による検証 2) が実施されていることが確認されている。 

 

 1)A.G.Croff, “ ORIGEN2  Isotope Generation and Depletion Code MATRIX 

EXPONETIALMETHOD”,CCC-371(1987) 

2)(社)日本原子力学会“原子炉崩壊熱とその推奨値”，1989 年 8 月 
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図 3.1.1-9 ORIGEN2 コードの計算フロー図 
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3.1.2. コンクリートモジュールの除熱機能 

(1) 乾式貯蔵キャスク用コンクリートモジュールの除熱機能 

1) 基本的な考え方 

コンクリートモジュール内の除熱評価においては、コンクリートモジュール及び乾式

貯蔵キャスクを適切にモデル化し、三次元熱流動解析コード FLUENT を用いて乾式貯蔵キ

ャスク周囲空気温度、コンクリートモジュールの各部コンクリート温度を評価する。 

コンクリートモジュール内に保管されたキャスクの崩壊熱は次の伝熱形態で最終的に

外界へ放熱される。  

① 使用済燃料から乾式キャスク表面に伝えられた崩壊熱の大部分は、キャスク近傍の空

気に対流と伝導により伝達される。崩壊熱の一部については、ふく射および支持架台

を介する伝導によりコンクリートモジュールに伝えられる。 

② コンクリートモジュールへ伝わった熱は構造材を介した伝導伝熱および対流により外

界(外気、地中など)に放出される。あるいは、対流と伝導によってモジュール内の空

気に伝わり、その自然換気に従って外界に放出される。 

なお、発熱量の大きい大型乾式貯蔵キャスク用のコンクリートモジュールを代表して

評価する。 

 

2) 設計基準 

設計基準を表 3.1.2-1 に示す。 

 

表 3.1.2-1 設計基準 

対象箇所 設計基準 設計基準温度 

キャスク周囲温度 
乾式キャスク除熱評価のインプット

条件となる制限温度 
45℃以下 

モジュールの 

コンクリート材 

コンクリート材の構造強度が確保さ

れる制限温度 
65℃以下 1) 

 

1)発電用原子力設備規格 コンクリート製原子炉格納容器規格(JSME S NE1-2003) 

 

3) 評価条件 

コンクリートモジュールの除熱評価の解析モデルは以下の通りとする。 

・ 保管状態の金属キャスク 1 基を含むコンクリートモジュールおよび基礎スラブを

解析対象とし、コンクリートモジュールおよびキャスク形状の対称性を想定して

1/2 区分を模擬(モデル化)する。(図 3.1.2-1 参照) 

・ 大型乾式貯蔵キャスクは、直径約 2.4m、全長約 5.6m の円柱形状で模擬する。(図

3.1.2-1 参照) 
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・ 解析で模擬しない部分の圧力損失要素として、給排気口に設置するグレーチング

と外気が給排気口に流入/流出する際の縮流/拡流の圧力損失を、給排気面を換気

流が通過する際に発生する圧力損失として付与する(相当する圧力損失係数の設

定)。 

・ コンクリートモジュール温度を保守的に評価するため、モジュール外壁表面およ

び床基礎スラブ底面は断熱条件とする。また、キャスク上面側のモジュール壁面

に設けられる点検扉および給気口(1 面)は模擬しない。(図 3.1.2-1 参照) なお、

モジュール外壁表面での外気との熱の出入りを考慮した評価については参考資料

2 に示す。 

図 3.1.2-1 に三次元熱流動解析の評価領域を示す。また、評価条件を表 3.1.2-1 に示

す。 

 

貯蔵キャスク(15.2kW)

FL+0

給気口
キャスク底面側壁面

(400x1140) 2面
キャスク上面側壁面

(400x1140) 1面

500

20
00

16
30

40
00

7300 4680

キ
ャ
ス
ク
底
面

200

200

凡 例
:  対称面/中心軸

:  躯体断面(コンクリート)

:  断熱とする外壁表面

給気口
(400x1200)

給気口
(400x1500)

給気口
(400x1200)

排気口
(400x1200)

排気口
(400x1500)

排気口
(400x1200)

専用鋼製架台

解析対象

キ
ャ
ス
ク
上
面

 

図 3.1.2-1 三次元熱流動解析の評価領域 

(コンクリートモジュール断面(単位:mm)) 

 

表 3.1.2-1 評価条件 

項目 評価条件 備考 

設計給気温度（℃） 29.4 小名浜特別地域気象観測所で観測された 2007 年～2011

年の夏季(6 月～9月)毎正時観測データにおける累積出

現率が 99%となる最高温度 

発熱量（kW） 15.2 乾式貯蔵キャスク(大型キャスク)の発熱量。キャスク

全表面(上面、側面、底面)に一様な熱流束を設定する。

解析で模擬していない給気口 

キャスク底面 
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4) 評価方法 

三次元熱流動解析コード FLUENT を用いて、伝導、対流、ふく射が共存する伝熱流動場

の支配方程式系を解くことにより、キャスク周囲雰囲気温度及びコンクリートモジュー

ル温度を評価する。 

図 3.1.2-2 に FLUENT での解析モデル図を示す。 

 

図 3.1.2-2 コンクリートモジュールの解析モデル図 
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 5) 評価結果 

評価結果を以下に示す。 

Ａ．空気温度(キャスク周囲雰囲気温度及び排気温度) 

表 3.1.2-2に三次元熱流動解析によるコンクリートモジュール内の平均空気温度と排

気温度を示す。三次元熱流動解析の結果から、コンクリートモジュール内の平均空気温

度は 34.5℃、排気温度は 39.4℃であり、制限温度 45℃と比較して十分に低い温度とな

っていることを確認した。 

 

Ｂ．コンクリートモジュールの温度 

表3.1.2-3に三次元熱流動解析によるコンクリートモジュール最高温度値、図3.1.2-3

にコンクリートモジュール内壁表面(天井面、側壁面、床面)の温度分布図を示す。 

コンクリートモジュールのコンクリート材最高温度は 53.2℃(側壁)となり、制限温度

65℃まで十分な裕度があることを確認した。 

 

表 3.1.2-2 三次元熱流動解析による空気温度 

（単位：℃）   

キャスク型式 項 目 評価結果 設計基準温度 

コンクリートモジュール内の

平均空気温度 
34.5 

乾式貯蔵キャスク 

(大型) 
排気温度 39.4 

45 

 

 

 

       表 3.1.2-3  三次元熱流動解析によるコンクリートモジュール温度の最高値 

（単位：℃）         

評価部位 評価結果 設計基準温度 

天井面 52.8 

側壁面 53.2 

床面 51.5 

65 
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図 3.1.2-3 コンクリートモジュール内壁表面温度分布 

天井面最高温度位置: 52.8℃ 

床面最高温度位置: 51.5℃ 

側壁最高温度位置: 53.2℃ 
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参考資料 1 

除熱解析に用いるコード（FLUENT）について 

 

（１） 概要 

FLUENT コードは、米国製の汎用熱流体解析コードであり、貯蔵キャスクの除熱解析な

どに利用されている。 

（２） 機能 

FLUENT コードは，臨界解析に際して以下の機能を有している。 

① 非圧縮性流れから圧縮性流れまで幅広く取り扱うことができ、層流、乱流、伝熱(対

流、伝導、ふく射)、反応流、多相流等様々な流動場を解析の対象として取り扱うこ

とができる。 

② 熱伝導、対流熱伝達、ふく射の形態での伝熱過程を連成して解析することが可能で

あり、また、流体領域と固体領域での伝熱を同時に取り扱うことができる。 

（３） 解析フロー 

FLUENT コードの解析フローを図 3.1.2-4 に示す。 

（４） 使用実績 

FLUENT コードは，海外の金属キャスク貯蔵施設、コンクリートキャスクの除熱解析や

国内中間貯蔵施設の貯蔵キャスク、貯蔵建屋の除熱評価に使用されている。 

（５）検証方法 

  ベンチマーク試験 1)による検証 2)が実施されていることを確認。 

 

 

1)電力中央研究所報告 U99505「キャスク貯蔵施設の除熱性能の実証に関する研究－

スタック方式施設の除熱試験－」竹田浩文・古賀智成・亘真澄・坂本和昭(2000) 

2)使用済燃料中間貯蔵施設貯蔵建屋・設備の安全設計及び施設安全評価について（東

電設計株式会社，TEPSCO-LR-001 改 2 平成 21 年 8 月） 
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図 3.1.2-4 FLUENT コードの解析フロー図 

終  了 

NO 

YES 

開  始 

データ入力 

・節点座標データ/解析セルデータ 

・計算環境データ（ソルバー種類、乱流モデル、自然対流モデル、ふく射モデル） 
・外部環境データ（環境温度、圧力、熱流束、圧力損失係数） 

収束計算 

（不足緩和係数設定）

計算結果の出力 

残差、モニタリングの収束 
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参考資料 2 

外気との熱の出入りを考慮した除熱評価について 

 

 コンクリートモジュールの除熱評価においては、モジュール外壁表面および床基礎スラ

ブ底面は断熱条件とし評価を実施している。ここでは、モジュール壁面での外気との熱の

出入りを考慮した評価を行い、モジュール外壁表面を断熱とする条件における評価との比

較・検討を実施する。なお、床基礎スラブ底面は断熱条件とする。 

 

1)評価条件 

モジュール外壁表面を断熱とする条件、及びモジュール壁面での外気との熱の出入り

を考慮する条件のそれぞれの評価条件を表 3.1.2-3 に示す。モジュール壁面での外気と

の熱の出入りを考慮した評価を行う場合、太陽からの日射量をコンクリート壁面に入熱

量として付与すること、およびコンクリート外壁面からの放熱（外気による対流伝熱お

よび外気へのふく射伝熱）を考慮することの２点がモジュール外壁表面を断熱条件とす

る場合と異なる評価条件である。評価は、三次元熱流動解析コード FLUENT を用いて行う。 

 

表 3.1.2-3 評価条件 

 
モジュール 

外壁断熱 

モジュール壁面での

熱の出入りを考慮 
備考 

設計給気 

温度(℃) 
29.4 同左 表 3.1.2-1 評価条件と同一 

崩壊熱(kW) 15.2 同左 表 3.1.2-1 評価条件と同一 

日射入熱

(W/m2) 
無し 

水平面：800 

垂直面：200 

(日射吸収率：0.6) 

“核燃料物質等の工場又は事業

所の外における運搬に関する技

術上の基準に係る細目等を定め

る告示”、第 14 条、別記第四の

一の規定を準用 

風速 2m/s 
小名浜の夏季(6～9 月)の月平均

風速の平年値 2.2～2.6m/s より 
外気による 

対流伝熱 
無し 

参考： 

風速 0.5m/s 

「発電用原子炉施設の安全解析

に関する気象指針」に定める静

穏状態の風速を参照し設定 

外気-外壁間

の輻射伝熱 
無し 考慮 ― 
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2)評価結果 

評価結果を表 3.1.2-4 に示す。また、モジュール壁面での熱の出入りを考慮した評価

における、風速 2m/s での評価と、風速 0.5m/s の評価のコンクリートモジュール内壁温

度分布図をそれぞれ図 3.1.2-5、図 3.1.2-6 に示す（モジュール外壁表面を断熱とする条

件での温度分布図は図 3.1.2-3 参照）。モジュール外壁断熱での評価と比べ、モジュール

壁面での熱の出入りを考慮した評価では外気への排熱によりコンクリート温度が低くな

るが、風速 0.5m/s の評価においては、天井面の入熱量が大きく、天井内面温度が大きく

なる傾向にある。モジュール外壁を断熱条件とする場合と、モジュール壁面での外気と

の熱の出入りを考慮する場合いずれも設計基準値を満足する。 

 

表 3.1.2-4 評価結果 

（単位：℃） 

モジュール壁面での 

熱の出入りを考慮 
 

モジュール

外壁断熱 
風速 2m/s 

風速0.5m/s

（参考値）

設計基準値 

排気温度 39.4 38.1 38.9 

モジュール内 

空気平均温度 
34.5 34.1 34.3 

45 

天井内面最高温度 52.8 51.1 54.5 

屋根面最高温度 － 51.9 59.3 

側壁内面最高温度 53.2 46.7 50.6 

側壁外面最高温度 － 41.0 43.4 

床面最高温度 51.5 50.9 51.1 

65 
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図 3.1.2-5 コンクリートモジュール内壁表面温度分布(風速 2.0m/s) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1.2-6 コンクリートモジュール内壁表面温度分布（風速 0.5m/s（参考値）） 

 

側壁面最高温度 46.7℃(天井面との角部) 

床面最温度 50.9℃ 

天井面最高温度 51.1℃

床面最高温度 51.1℃ 

側壁面最高温度 50.6℃(天井面との角部) 
天井面最高温度 54.5℃
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3)考察 

  評価条件、及び評価結果の不確定性に対する検討結果を以下に示す。モジュール壁面

での外気との熱の出入りを考慮する条件において、評価条件は妥当であると考えられる

こと、モジュール外壁を断熱とする条件とモジュール壁面での外気との熱の出入りを考

慮する条件とで評価結果に大きな差異はなく、またいずれも設計基準値を満足している

こと、評価結果に対する不確定性を考慮しても、設備への影響は無いと考えられること

から、本文に記載しているモジュール外壁を断熱とする条件の評価は、コンクリートモ

ジュールの除熱評価として妥当と考える。 

 

① 日射入熱量の条件に事業所外運搬の告示に定める値を使用すること 

  

各都市での夏期の設計用日射量（W・h/(m2・日)）を表 3.1.2-5 に示す。 

（空気調和・衛生工学便覧〈第 14 版〉第 17 章 冷暖房負荷 表 17.6 設計用日射量(夏期) ） 

 

表 3.1.2-5 各都市夏期の設計用日射量（W・h/(m2・日)） 

 札幌 東京 福岡 

水平面全天 7959 8086 8100 

垂直面全天(E) 3752 3486 3511 

垂直面全天(W) 3705 3553 3475 

垂直面全天(N) 1117 1091 1121 

垂直面全天(S) 2527 1798 1598 

 

福島から最も近く、南に位置する東京データでの水平面及び垂直面の日照時間中

（5-18 時の 13 時間と想定）の時間平均値を求めると、それぞれ以下の値となる。 

・水平面：8086/13=622W/m2      

・垂直面平均値：(3486+3553+1091+1798)/(4×13)=191W/m2 

また、1F 構内での気象観測データにおける、2006 年～2010 年 6～9 月の 5 年間の日

射量データのうち、最も積算日射量が高い日の積算日射量を可照時間で割った値は 607 

W/m2 であり、冷房設計用日射量計算モデル（東京：622W/m2）による時間平均値を下回

る。以上より、事業所外運搬の告示に定める値（水平面：800W/m2、垂直面：200W/m2）

は、保守的な設定値と考えられ、評価に用いることは妥当と考える。 

 

② 日射吸収率 

 

日射入熱量に対するコンクリートの日射吸収率は、日本建築学会「建築設計資料集成」

より、明るい色のコンクリートの日射吸収率である 0.6 を用いている。文献により、コ
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ンクリートの日射吸収率の数値は若干の違いがあり、空気調和・衛生工学便覧、第 5 編

には、コンクリートの日射吸収率は 0.7 程度という記載がある。本評価では、上記のと

おり日本建築学会「建築設計資料集成」記載値にて評価を行っているが、日射吸収率を

0.7 程度とした場合においても、表 3.1.2-6 のとおり設計基準温度を超えることは無い。 

また、数年程度ではコンクリート表面色の変化はほぼ無いと考えられるが、仮保管期

間が長期にわたる場合は、仮保管された乾式キャスクの表面温度やコンクリートの表面

状態等を確認し、除熱機能に影響が無いか今後状態を確認していく。 

 

表 3.1.2-6 日射吸収率を変えた場合の除熱評価結果（風速 0.5m/s） 

（単位：℃） 

熱の出入りを考慮 

 外壁断熱 
日射吸収率

0.6 

日射吸収率

0.7 程度 

設計基準値 

排気温度 39.4 38.9 39.3 

モジュール内 

空気平均温度 
34.5 34.3 34.4 

45 

天井内面最高温度 52.8 54.5 57.0 

側壁内面最高温度 53.2 50.6 52.8 

床面最高温度 51.5 51.1 51.3 

65 

 

③外気による対流伝熱にて考慮する風速について 

 

 コンクリート壁面と外気との対流伝熱において、外気の風速を考慮し伝熱量を設定し

ている。外気の風速は、小名浜特別地域気象観測所の観測データより、夏季(6～9 月)の

月平均風速の平年値が約 2.2～2.6m/s であることを踏まえ、2m/s と設定し評価を行って

いる。また、参考として静穏状態の評価もあわせて実施し、除熱評価の評価結果が設計

基準温度を満足することを確認している。静穏状態の風速は、「発電用原子炉施設の安全

解析に関する気象指針」の解説において、 

 

（抜粋） 

感度のよい微風向・微風速計では静穏時でも 0.5m/s 以上の風速を示していることが多く、 

また、静穏時における放射性雲からのガンマ線被曝も極端に高い実測値がえられていな

いことから、静穏時においても大気による拡散希釈は行われているものと考えられる。 

 

このように記載されていることから、コンクリートモジュールの除熱評価においても、
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静穏状態の風速として同指針を参照し、0.5m/s と設定している。なお、風速 0.5m/s は 1F

構内での気象観測データにおける、2006 年～2010 年 6～9 月の日照時間中（5 時-18 時と

想定）風速データの約 97.5%を包絡する値であり、保守的な設定である。 

 

④ 評価結果の不確定性 

コンクリートモジュールの除熱評価における、現状の評価方針について、大きな保守

性を有するものではないが、定常的に評価条件を逸脱することはないと考える。また、

一時的に本評価条件を超える状態が発生した場合においても、以下の通り設備への影響

はないと考える。 

 ・コンクリートモジュールへの影響 

   コンクリートの設計基準温度は保守的に「コンクリート製原子炉格納容器規格（JSME   

S NE1-2003）」の定常状態での温度制限値を用いている。同規格において 24 時間未満

の非定常状態における温度制限値は 175℃とされており、一時的に 65℃以上の温度と

なったとしても、ただちにコンクリート内の水分の散逸により健全性に影響を与える

ことは考えにくい。 

 ・キャスク除熱への影響 

   キャスクの除熱機能の確認のため、キャスク表面に温度センサ及び警報が設置され

ており、温度上昇が発生した場合には免震重要棟で検知でき、散水などによる外気温

度の低下等の速やかな対処が可能である。 

なお、キャスクの除熱評価における評価条件は、保守的な崩壊熱（※1）を設定して

おり、評価の保守性を有している。またキャスクの除熱評価結果は最も設計基準温度に

対する余裕が厳しい燃料被覆管においても、26℃以上の裕度を有している。従って、一

時的にコンクリートモジュール内温度が 45℃を超過したとしても、キャスク各部の設

計基準温度を超過する恐れはないと考える。 

 

※1 使用済燃料の軸方向燃焼度分布は中心部分で大きいことを考慮し、燃料の平均燃

焼度から求まる崩壊熱より大きい値を設計崩壊熱量とし除熱評価を行っている。 
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3.2. 密封機能 

3.2.1. 乾式キャスクの密封機能について 

(1) 乾式貯蔵キャスク 

1) 基本的な考え方 

乾式貯蔵キャスクについて、周辺公衆及び放射線業務従事者に対し、放射線被ばく上

の影響を及ぼすことのないよう、使用済燃料が内包する放射性物質を適切に閉じ込める

設計とする。そのため以下の配慮を行う。 

①  蓋部及び蓋部貫通孔のシール部には、金属ガスケットを用い、設計貯蔵期間中の圧力

障壁を維持する構造とする。 

②  乾式貯蔵キャスク本体は堅固な構造であり、蓋部は一次蓋、二次蓋の二重構造である。

乾式貯蔵キャスク本体の密封境界は、図 3.2.1-1 に示すように胴、底板、一次蓋、貫

通孔蓋板及び金属ガスケットからなる。また図 3.2.1-2 に示すように、胴、一次蓋、

二次蓋、貫通孔蓋板及び金属ガスケットからなる密封監視圧力境界がある。 

③  乾式貯蔵キャスク内部は負圧（密封境界）とし、一次蓋と二次蓋の間は正圧とするこ

とにより圧力障壁を設ける。 

④  蓋間空間の圧力を監視することにより、万一いずれかの金属ガスケットに漏えいが生

じた場合には、密封機能低下が検出できる。この場合でも乾式貯蔵キャスク内部の負

圧は維持され、内部気体が直接大気中に放出されることはない。 

⑤  金属ガスケットの構造は、コイルスプリングを内蔵する金属製Ｏリング状ガスケット

である。外観はＯリング状で、中心部にあるコイルスプリングと、これを覆う二層の

被覆から構成される。 

 

なお、密封評価は大型乾式貯蔵キャスクを代表して評価する。これは大型乾式貯蔵キャ

スクの金属ガスケットの直径が大きいことから、漏えい孔径が大きくなるためである。 

密封評価の評価条件として用いるキャスク内部圧力、蓋間空間圧力、大気圧、キャス

ク容積、流体温度、内部気体、設計貯蔵期間は「2.評価の基本方針」で記載している既存

評価書の内容と同じ条件である。よって本評価結果は既存評価書の内容を引用する。 
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詳細は 

図 3.2.1-2 

詳細は 

図 3.2.1-3

図 3.2.1-1 乾式貯蔵キャスクの密封構造図
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図 3.2.1-2 乾式貯蔵キャスクの密封部詳細図 

流体の流入経路 
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図 3.2.1-3 乾式貯蔵キャスクの貫通孔蓋板部詳細図

:流体の流入経路 
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 2) 評価基準 

貯蔵容器の金属ガスケットの漏えい率が、基準漏えい率以下となること。 

 

3) 評価条件 

基準漏えい率を求めるにあたっては、蓋間圧力は一定及び蓋間空間のガスは乾式貯蔵

キャスク内部側にのみ漏えいするものとして漏えい計算を行う。また大気圧としては、

気象変化による圧力変動を考慮した値 9.7×104Pa(0.96atm、日本に上陸した平均的な台

風の中心気圧１))とする。 

密封評価条件を表 3.2.1-1 に示す。 

表 3.2.1-1 密封評価条件 

項目 評価条件 

圧力 

（Pa abs） 

キャスク内部：8.1×104（初期） 

蓋間空間    ：4.1×105（初期） 

大気圧   ：9.7×104 

空間容積 

（m3） 

キャスク内部：4.0 

流体温度 

（℃） 

キャスク内部： 240 

（今回の熱解析の結果では、キャスクにヘリウム

を封入した後の燃料被覆管の温度174℃がキャス

ク内部の最高温度であるが、保守的に 240℃を採

用する。） 

シール部  ：-4.5 

（小名浜特別地域気象観測所で観測された 2007

年 12 月～2012 年 2月の冬季(12 月～2月)毎正時

観測データにおける累積出現率が99%となる最低

温度） 

内部気体 ヘリウム 

設計貯蔵期間 

（年） 

40 

 

１）理科年表、国立天文台 1989 
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4) 評価方法 

① 概要 

密封評価では、設計貯蔵期間中にキャスク内部の負圧が維持できる漏えい率を求める。 

漏えい率はシールする流体、シール部温度及び漏えい上流側と下流側の圧力に依存す

る。従って乾式貯蔵キャスクの漏えい計算では、初期値としてある漏えい率を設定し、

微小時間ごとに乾式貯蔵キャスク内部圧力の変化とそれによる漏えい率の変化を求め、

圧力変化を積分することにより、ある期間経過後の乾式貯蔵キャスク内部圧力を求める。 

乾式貯蔵キャスクの密封評価の基準となる基準漏えい率は、設計貯蔵期間中に乾式貯

蔵キャスク内部の負圧が維持できる漏えい率として定義される。これは上述の漏えい計

算を繰り返して行うことにより、設計貯蔵期間経過後に乾式貯蔵キャスク内部圧力が大

気圧となる漏えい率として求める。 

なお、基準漏えい率及び漏えい率は一次蓋からの漏えいと貫通孔蓋板からの漏えいの

合計の値とする。 

 

② 基準漏えい率計算手順 

基準漏えい率の算出フローを図 3.2.1-4 に示す。 

Ａ.乾式貯蔵キャスクの密封境界の漏えい率 Q0 を設定する。この漏えい率は使用済燃料

の貯蔵開始時のシール部の圧力、温度条件での乾式貯蔵キャスクの密封境界（一次

蓋）全箇所からの漏えい率の合計値として設定する。 

Ｂ.乾式貯蔵キャスク初期内部圧力 Pi(0)、この時の漏えい率 Q(Pi)=Q0 による微小時間

dt 後の内部圧力 Pi(t)を、ボイル・シャルルの法則に基づき、以下のように求める。 

 

Ts
dtPiQ

Ti
tdPiVi ･･ )()(
=   ………(1) 

 

ここで、 

dPi(t)：乾式貯蔵キャスク内部の圧力変動（Pa） 

   Pi：乾式貯蔵キャスク内部の圧力（Pa） 

Vi：乾式貯蔵キャスク内部容積（m３） 

Ti：乾式貯蔵キャスク内部温度（K） 

Q(Pi)：漏えい率（Pa･m３/s） 

dt：微小時間（s） 

Ts：シール部温度（K） 

 

Ｃ.新しい乾式貯蔵キャスク内部圧力 Pi(t)による漏えい率 Q(Pi)を求める。 

Ｄ.新しい漏えい率 Q(Pi)による微小時間後の乾式貯蔵キャスク内部圧力 Pi(t)を(1)の
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式にて求める。 

Ｅ.Ｃ,Ｄの手順で微小時間ごとに積算（数値積分）することにより、設計貯蔵期間経過

後の乾式貯蔵キャスク内部圧力 Pf を求める。 

Ｆ.Pf が正圧の場合はより小さい漏えい率を、負圧の場合はより大きい漏えい率 Q0を設

定して、Ａ～Ｅを繰り返し、設計貯蔵期間経過後の乾式貯蔵キャスク内部圧力が大

気圧となる漏えい率 Qf を求める。 

Ｇ.Qf を標準状態(25℃、1×105 Pa)の漏えい率に換算し、基準漏えい率 Qs とする。 

 

③ 漏えい計算式 

前項の漏えい率の計算や基準漏えい率の換算は、流体力学基礎式に基づく以下のクヌッ

センの式を用いる。 

LPaQ =  

)()( PdPuFmFcL −+= ・  

μ
π

a
Fc

４Ｄ
･

128
=  

aPa
MTDRoFm /

6
2 3

･
π

=  

 

ここで、 

Fc：連続流のコンダクタンス係数（m3/(Pa･s)） 

Fm：自由分子流のコンダクタンス係数（m3/(Pa･s)） 

D：相当漏えい孔径（m） 

ａ：漏えい孔長（m） 

μ：粘性係数（Pa･s） 

T：流体の温度（K） 

M：流体の分子量（kg/mol） 

Ro：気体定数（J/(mol･K)）  

Ｌ：圧力Ｐaにおける体積漏えい率（m３/s） 

Pa：流れの平均圧力（Pa）、Ｐa＝（Ｐu＋Ｐd）／２ 

Pu：上流側（蓋間空間）の圧力(Pa) 

Pd：下流側（乾式貯蔵キャスク内部）の圧力(Pa) 
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図 3.2.1-4 漏えい率計算フロー図 

※1 ボイルシャルルの式に基づき計算 

※2 クヌッセンの式に基づき計算 
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5) 評価結果 

解析した結果を表 3.2.1-2 に示す。 

乾式貯蔵キャスクの気密漏えい確認の判定基準が基準漏えい率を下回るように設定す

る。使用する金属ガスケットはこれまで当社で行った気密漏えい確認実績において漏え

い率が 1×10－9Pa･m３/s オーダーであったものと同型のものを用い、気密漏えい確認にお

いて実機の漏えい率が基準漏えい率を下回ることを確認する。 

 

表 3.2.1-2 密封評価結果 

項目 解析結果 

基準漏えい率（Pa･m３/s） 1×10－６ 
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3.3. 遮へい機能 

3.3.1. 乾式キャスクの遮へい機能 

(1) 乾式貯蔵キャスクの遮へい機能 

1) 基本的な考え方 

遮へい設計に当たっては、周辺公衆及び放射線業務従事者に対し、放射線被ばく上影

響を及ぼすことのないよう、使用済燃料の放射線を適切に遮へいする能力を有するよう

以下のとおり設計する。 

① 乾式貯蔵キャスクはガンマ線遮へいと中性子遮へいの機能を有する。 

② ガンマ線遮へい材は主にキャスク構造体（胴、底板、一次蓋、二次蓋等）であり、

鍛造炭素鋼等で構成される。 

③ 中性子遮へい材は、水素を多く含有するレジンで構成される。 

 

乾式貯蔵キャスクには収納する使用済燃料の体数が異なる中型と大型の 2 種類の乾式

貯蔵キャスクがあり、中型と大型の乾式貯蔵キャスクそれぞれについて評価する。 

乾式貯蔵キャスクの遮へい解析フローを図 3.3.1-1 に示す。この中で評価条件として

用いる使用済燃料仕様、乾式貯蔵キャスク仕様、線源強度及び解析モデル等は「2.評価

の基本方針」で記載している既存評価書の内容と同じ条件である。よって、本評価結果

は既存評価書の内容を引用する。 

キャスク仮保管設備からの敷地境界線量は、乾式キャスク 65 基の貯蔵状態において年

間約 0.29mSv と概略評価をしている 1)。今回申請する乾式貯蔵キャスク 11 基の貯蔵状態

では、年間約 0.077mSv の概略評価となる。本概略評価は、保守性を多分に有した条件で

の評価であるため、実際の本施設による敷地境界線量への寄与はさらに低いと想定され

る。今後より現実的な条件を検討し、評価の見直しを実施していく。 

 

 

1)福島第一原子力発電所第１～４号機に対する「中期的安全確保の考え方」に基づく

施設運営計画に係る報告書（その３），4.5.3. 敷地内各施設からの直接線並びにス

カイシャイン線による実効線量（2011 年 12 月 15 日 報告） 
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図 3.3.1-1 乾式貯蔵キャスクの遮へい解析フロー 

参照データ ライブラリ DLC-23/CASK 

線量換算係数 ICRP Pub74 
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2) 設計基準 

乾式貯蔵キャスクの設計基準は、事業所内運搬に係る法令「実用発電用原子炉の設置，

運転等に関する規則」（昭和 53 年 12 月 28 日通商産業省令第 77 号）第 13 条を適用し、

表 3.3.1-1 のとおりとする。 

表 3.3.1-1 設計基準 

                      (単位：μSv/h) 

 設計基準 

乾式貯蔵キャスク 

表面 
2000 以下 

乾式貯蔵キャスク 

表面より 1m 
100 以下 

 

3) 設計条件 

①遮へい厚さ 

乾式貯蔵キャスクの遮へい厚さを表 3.3.1-2 に示す。なお、遮へい厚さは大型・中

型ともに同じ厚さである。 

 

表 3.3.1-2 遮へい厚さ 

(単位：㎜) 

 低合金鋼 ステンレス鋼 レジン 

半径方向 260 － 106/170 注 1 

蓋 方 向 295 90 140 

底 方 向 305 － 150 

    注 1：図 3.3.1-2 のようにレジンを用いた中性子遮へい領域の厚さは場所によって違

うため 2 つの値を併記した。 

 

②線源条件 

8×8 燃料，新型 8×8 燃料及び新型 8×8 ジルコニウムライナ燃料のうち最も厳し

い線源条件となる新型 8×8 ジルコニウムライナ燃料について評価する。燃料収納条

件を表 3.3.1-3 に示す。乾式貯蔵キャスクの収納物の線源条件を中型、大型それぞれ

表 3.3.1-4、表 3.3.1-5 に示す。 
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表 3.3.1-3 燃料収納条件 

燃料仕様  

8×8 燃料 新型 8×8 新型 8×8 

ジルコニウムライナ 

最高燃焼度(MWd/tU) 30,000 33,500 36,500 

最低冷却期間（年） 13 13 13 

 

 

 

 

表 3.3.1-4 線源条件（中型キャスク） 

項  目 線源条件 

平均燃焼度 （MWd/t） 

初期濃縮度 （％） 

冷 却 期 間 （年） 

収 納 体 数 （体） 

36,500 

約 3.0 

13 

37 

 

 

 

 

表 3.3.1-5 線源条件（大型キャスク） 

項  目 線源条件 

平均燃焼度 （MWd/t） 

初期濃縮度 （％） 

冷 却 期 間 （年） 

収 納 体 数 （体） 

36,500 

約 3.0 

13 

52 
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③線源強度及びエネルギー 

Ａ．ガンマ線源強度 

使用済燃料のガンマ線源強度の計算は ORIGEN2 コードにより行う。 

得られたガンマ線源強度を中型、大型それぞれ表 3.3.1-6、表 3.3.1-7 に示す。 

 

 

表 3.3.1-6 ガンマ線源強度（中型キャスク） 

エネルギー

群 

平均エネルギー 

（MeV） 

エネルギー範囲 

（MeV） 

線源強度 

（ph/s） 

1 0.375 0.30 － 0.45 5.991×1014 

2 0.575 0.45 － 0.70 2.619×1016 

3 0.850 0.70 － 1.0 1.567×1015 

4 1.25 1.0 － 1.5 9.238×1014 

5 1.75 1.5 － 2.0 2.766×1013 

6 2.25 2.0 － 2.5 5.429×1010 

7 2.75 2.5 － 3.0 5.208×109 

8 3.50 3.0 － 4.0 6.783×108 

 

 

 

 

表 3.3.1-7 ガンマ線源強度（大型キャスク） 

エネルギー

群 

平均エネルギー 

（MeV） 

エネルギー範囲 

（MeV） 

線源強度 

（ph/s） 

1 0.375 0.30 － 0.45 8.420×1014 

2 0.575 0.45 － 0.70 3.681×1016 

3 0.850 0.70 － 1.0 2.202×1015 

4 1.25 1.0 － 1.5 1.298×1015 

5 1.75 1.5 － 2.0 3.887×1013 

6 2.25 2.0 － 2.5 7.630×1010 

7 2.75 2.5 － 3.0 7.319×109 

8 3.50 3.0 － 4.0 9.533×108 
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使用済燃料の構造材の放射化による線源強度を中型、大型それぞれ表 3.3.1-8、

表 3.3.1-9 に示す。 

表 3.3.1-8 構造材の放射化によるガンマ線源強度（中型キャスク） 

 Ｃo－60 強度（decay/s） 

上部タイプレートハンドル部 5.259×1011 

上部タイプレートグリッド・上部端栓部 6.558×1012 

上部プレナム部 2.640×1013 

下部端栓・下部タイプレート部 1.270×1013 

 

表 3.3.1-9 構造材の放射化によるガンマ線源強度（大型キャスク） 

 Ｃo－60 強度（decay/s） 

上部タイプレートハンドル部 7.390×1011 

上部タイプレートグリッド・上部端栓部 9.216×1012 

上部プレナム部 3.710×1013 

下部端栓・下部タイプレート部 1.784×1013 

Ｂ．中性子線源強度 

使用済燃料の中性子線源強度の計算は ORIGEN2 コードにより行う。得られた中性

子線源強度を中型、大型それぞれ表 3.3.1-10、表 3.3.1-11 に示す。また計算で使

用する中性子エネルギースペクトルを表 3.3.1-12 に示す。 

表 3.3.1-10 中性子線源強度（中型キャスク） 

 中性子線源強度(n/s) 

自発核分裂によるもの 6.307×109 

（α，n）反応によるもの 1.042×108 1 次中性子源 

合   計 6.411×109 

増倍効果を考慮した全中性子線源強度 1.069×1010 

 

表 3.3.1-11 中性子線源強度（大型キャスク） 

 中性子線源強度(n/s) 

自発核分裂によるもの 8.863×109 

（α，n）反応によるもの 1.465×108 1 次中性子源 

合   計 9.010×109 

増倍効果を考慮した全中性子線源強度 1.502×1010 
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表 3.3.1-12 中性子エネルギースペクトル 

エネルギー群 上限エネルギー（MeV） スペクトル 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

1.492 × 101 

1.220 × 101 

1.000 × 101 

8.180 × 100 

6.360 × 100 

4.960 × 100 

4.060 × 100 

3.010 × 100 

2.460 × 100 

2.350 × 100 

1.830 × 100 

1.110 × 100 

5.500 × 10－l 

1.110 × 10－l 

3.350 × 10－3 

5.830 × 10－4 

1.010 × 10－4 

2.900 × 10－5 

1.070 × 10－5 

3.060 × 10－6 

1.120 × 10－6 

4.140 × 10－7 

5.72 × 10－4 

2.02 × 10－3 

6.07 × 10－3 

2.00 × 10－2 

4.12 × 10－2 

5.27 × 10－2 

1.10 × 10－l 

8.74 × 10－2 

2.28 × 10－2 

1.15 × 10－l 

2.07 × 10－l 

1.89 × 10－l 

1.31 × 10－l 

1.59 × 10－2 

8.12 × 10－5 

5.89 × 10－6 

3.89 × 10－7 

5.53 × 10－8 

1.33 × 10－8 

1.88 × 10－9 

4.19 × 10－10 

1.20 × 10－10 
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4) 評価方法 

①中性子遮へい計算（2 次ガンマ線を含む） 

中性子遮へい計算は DOT コードにより遮へい体を透過した中性子の線束を計算し、

乾式貯蔵キャスク表面及び表面から 1ｍの線量率を求める。 

また、2 次ガンマ線の効果についても DOT コードを用いて中性子が遮へい体内で吸

収される際に発生する 2 次ガンマ線の線束を計算し、乾式貯蔵キャスク表面及び表面

から 1ｍの線量率を求める。 

中性子遮へいの解析モデルを図 3.3.1-2,3 に示す。解析モデルは、乾式貯蔵キャス

クの実形状を考慮してモデル化する。乾式貯蔵キャスク上部及び下部のトラニオン周

辺については中性子遮へい材の遮へい厚さが他の部分より少ないため、図 3.3.1-4 に

示した詳細モデル（中型・大型共通）を使用する。 

ライブラリとしては、DLC－23/CASK データを用い、線量率への変換は ICRP Pub 74

に従う。 

 

②ガンマ線遮へい計算 

ガンマ線遮へい計算は QAD コードにより遮へい体を透過したガンマ線の線束を計

算し、乾式貯蔵キャスク表面及び表面から 1ｍの線量率を求める。 

ガンマ線遮へいの解析モデルを図 3.3.1-5,6 示す。解析モデルは，乾式貯蔵キャス

クの実形状を考慮してモデル化する。 

線量率への変換は ICRP Pub 74 のデータを用いる。 
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